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　令和２年の新春を迎えられましたこと、謹んでご挨拶を申しあげます。

　皆様におかれましては、ご壮健で良き新年を迎えられたことと、心からお慶びを申し上げま

す｡

　また、日頃より本会の業務推進に格別のご理解とご協力を頂いておりますことに、厚く御礼

を申し上げます｡

　さて、昨年は台風19号による農地や農業水利施設へ甚大な被害が発生しました。

　被災された皆様には、心からお見舞を申し上げますとともに、本会といたしましても、１日

も早い復旧・復興に向けて会員の皆様への支援に努めているところでございます。

　ところで、平成29年度、30年度に土地改良法が改正され、農地中間管理機構と連携した農業

者の費用負担を求めないほ場整備事業やため池等の耐震化を迅速に進める事業等が創設される

とともに、土地改良区の運営基盤の強化を図る対策が講じられました。

　加えて、農業用ため池の適正な管理及び保全が行われる体制を早急に整備するため、「農業

用ため池の管理及び保全に関する法律」が昨年７月に施行されたところであります。

　農業従事者の減少や、農業水利施設等の老朽化が進行する中、大規模地震や気候変動による

豪雨災害が多発しており、ため池等の耐震化や洪水被害防止対策などの農村地域の防災・減災

対策の推進を図りながら、将来にわたって、農業水利施設を適正に管理していくことは、私た

ち土地改良関係者に課せられた大きな使命であります。

　土地改良区は農村環境の保全を始め、地域で取り組む様々な活動に関わるなど、その存在意

義は大きなものがあります。

　本会といたしましても、土地改良区は地域農業を守る重要な組織であるということを踏まえ

ながら、会員の皆様と一緒になって本県農業の振興・発展に努めて参ります。

　結びに、皆様にとって新しい年が幸多い年となりますようお祈り申し上げまして新年のご挨

拶といたします。
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ネット෱ౡ
　　　　（෱ౡݝ土地改良事業ஂ体࿈߹会）
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（�）土地改良だより
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　新年明けましておめでとうございます。皆様には輝かしい新年を迎えられたことと心からお
慶び申し上げます。昨年は、「令和」の御代に移り、多くの国民が寿ぐ中で天皇陛下が御即位
されました。「令和」の時代が平和で穏やかであるようにあらためてご祈念申し上げる次第で
す。他方、昨年も多くの自然災害が発生しました。被災された全ての方々に心からお見舞い申
し上げます。今年こそは災害の無い年になるように祈念して止みません。
　今年は、東京オリンピック・パラリンピックが開催され、総務大臣政務官としての私の担務
である「国勢調査」（初回開始後百周年）も行われます。多くの国家的な行事の成功に向けて、
皆様のご理解とご協力をお願い致します。
　さて、昨年末に令和元年度補正予算と令和２年度当初予算の政府原案が閣議決定されまし
た。土地改良予算としては、総額で6,515億円（対前年度比64億円増）を確保できました。こ
れも偏に、農業の競争力強化と美しい農山村の形成に不可欠な土地改良の実施に向けての現場
からの強い要請と関係者の皆様の熱意を政府と与党にしっかりと受け止めていただいた結果で
す。貴重な予算が一日も早く現場に届くよう、今次通常国会で早期成立に向けて努力してまい
ります。
　今回の予算の特徴は、引き続き「国土強靭化」に重点が置かれたこと、水田の高度利用対策
が更に重点化されたこと、農業の競争力強化に加えて中山間地域等の条件不利地域の振興対策
が手厚く措置されたことだと捉えています。予算の増額措置により土地改良が更に促進されま
すが、貴重な予算を効率的、効果的に執行し、土地改良に対する国民の皆様の期待に応えてい
くことが重要です。
　昨年末、自民党農村基盤整備議員連盟総会において、ため池の整備促進を図る特別措置法を
議員立法として検討することが提案・了承されました。ため池の保全管理を図る法律は、昨年
制定・施行されましたが、整備促進に関する多くの課題が現場から提起されています。現場の
実態に真摯に耳目を集めつつ検討を深め、与野党問わず多くの国会議員のご理解を得るべく努
力してまいる所存です。
　皆様、ご案内のとおり私の同志である宮崎雅夫さんも参議院議員として活躍しております。
これも皆様方のご理解とご支援の賜物です。宮崎議員と私とが水鳥の強固な水掻きとしてフル
稼働して、皆様と連携しながら「闘う土地改良」を共闘し、引き続き諸課題の解決とともに令
和の新たな時代を切り拓くべく専心努力してまいる覚悟ですので、ご指導とご支援を宜しくお
願い申し上げます。
　貴会の益々のご発展と本年が皆様にとってご家族共々素晴らしい一年となりますよう心から
お祈り申し上げ、新年の挨拶といたします。

　都ಓ෎ݝ水土里ネット会長会議顧問
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　新年明けましておめでとうございます。
　福島県の土地改良関係の皆様におかれましては、穏やかな新春をお迎えのこととお慶び申し
上げます。
　さて、私にとっての昨年は大きな前進の年でありました。一昨年の１月から、土地改良の推
進、農山漁村の振興のため、地球８周分に当たる30万キロ以上を移動しながら全国各地をお伺
いし、地域の状況を自分の目で見て、皆様からのご意見を自分の耳で聞き、私の考えを自分の
口で話をさせていただくなどの政治活動を行ってまいりました。福島県の皆様をはじめ全国の
皆様からご支援をいただき、お陰様をもちまして昨年７月末の参議院議員通常選挙において当
選の栄に浴することができました。
　当選後、８月１日に召集された臨時国会で初登院し、10月４日に召集された臨時国会では、
農林水産委員会、決算委員会、地方創生及び消費者問題に関する特別委員会、資源エネルギー
に関する調査会に所属しております。農林水産委員会等で３度質問に立たせていただき、土地
改良の推進や予算の確保などこれまでの活動中、皆様から頂いたご意見を私の質問として農林
水産大臣等にしっかり伝えました。党での各種部会での発言なども含め、皆様と国政を繋ぐパ
イプとしての役割を果たせるよう日々努力してまいります。
　昨年も残念ながら福島県においては台風19号をはじめ一連の自然災害により、600億円を超
える農林水産関係被害が生じるなど、農地や農業用施設も全国各地で大きな被害が広範囲で発
生いたしました。お亡くなりになられた方のご冥福をお祈りするとともに、被災された皆様に
衷心よりお見舞いを申し上げます。早期の復旧はもちろんですが、土地改良の農村で果たす大
きな役割で踏まえ、防災・減災、国土強靭化の取り組みを強力に進めていかなければなりませ
ん。
　特に、福島県には4,720カ所のため池があり、その中には江戸時代に築造されたものが多くあ
り、ため池の耐震対策・豪雨対策などのハード面やハザードマップの整備などのソフト面の対
策は待ったなしです。政府の「防災・減災、国土強靭化のための３カ年緊急対策」による集中
的な取り組みが終了する令和２年度以降も更に取り組みが促進するよう全力で取り組んでまい
ります。
　そして、それぞれの地域農業が発展するための基礎となる基盤整備は、着実に進めていかな
ければなりません。省力化だけではなく若者の興味も高めるスマート農業は平地のみならず中
山間地も推進していく必要があります。そのためには情報基盤の整備を含め基盤整備は欠かす
ことのできないものです。

　都ಓ෎ݝ水土里ネット会長会議顧問

参議院議員　ٶ　࡚　խ　෉
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　これらの計画的な実施には、土地改良予算の安定的な確保が必要不可欠です。皆様からの大
変大きなご支援により、令和２年度は、当初4,433億円、補正1,542億円、臨時・特別措置540億
円の計6,515億円を確保することができました。今後ともこの流れを止めることのないよう尽力
してまいります。
　また、産業政策だけではなく、家族農業や中小規模の農家、兼業農家の役割を再確認しつ
つ、地域農業、農村集落自身を守っていくための地域政策をバランスよく実施していかなけれ
ばなりません。農政の基本となる食料・農業・農村基本計画の５年に一度の見直しが進められ
ていますが、その中にもしっかりと位置づけられる必要があります。
　私は「土地改良、農山漁村は未来への礎」と訴えてまいりました。令和の新しい時代に皆様
のご意見を伺いながら土地改良を推進することにより、世界に誇る我が国のすばらしい農山漁
村を子供たち孫たちに引き継げるよう、先輩の進藤金日子参議院議員と力を合わせて努力をし
てまいります。12年ぶりに土地改良二人体制となり、人口減少社会に突入した我が国の状況を
踏まえ、土地改良も必要な見直しも大胆に進めていきたいと考えております。引き続き進藤議
員と私にご指導ご鞭撻を賜りますようよろしくお願いいたします。
　今年は、2020東京オリンピック・パラリンピックが開催され、更に多くの外国人の方が日本
に来られることが期待されています。日本の農業、農村のすばらしさを皆様どんどん発信して
まいりましょう。
　最後に、本年が皆様にとってよりよい一年となりますようお祈り申し上げ、年頭のあいさつ
といたします。本年もどうぞよろしくお願いいたします。
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ྩ࿨ݩ೥౓　ୈ̎ճཧࣄձ։࠵

　令和元年度ୈ̍ճཧ事会が、６月13日 、ݝ土地改良会ؗ໾員会議ࣨにおいて開催された。
　ं田会長より挨拶の後、会長を議長として議事にೖり֤議案が৹議され、৻重৹議の݁Ռ、ݪ案ど
おりՄ決ঝೝされた。

ఏग़ٞҊ
　議案ୈ̍߸　平成30年度事業ใࡒ・ࠂ産目࿥ٴびऩࢧ決算のঝೝについて
　議案ୈ２߸　令和元年度一ൠො՝金の໔আ会員について
　議案ୈ３߸　定׺の一෦改正について
　議案ୈ̐߸　ॾنఔの一෦改正について
　議案ୈ５߸　土地改良区एख৬員ݚम事業実施要ߝについて
　議案ୈ６߸　�土地改良ج金༥ࢿ保ূ৹ࠪҕ員会ҕ

員のҕ৤について

　令和元年度ୈ２ճཧ事会が、10月24日 、ݝ土地改良会ؗ໾員会議ࣨにおいて開催された。
　ཧ事会は、会長を議長として議事にೖりఏ案された֤議案が৻重৹議の݁Ռ、全議案ともݪ案どお
りՄ決ঝೝされた。

ఏग़ٞҊ
　議案ୈ̍߸　農林水産省ࠪݕにおけるࠪݕ事項に係る改ળํ๏ٴびൃ࠶防ࢭ対策について
　議案ୈ２߸　農林水産省ࢦࠪݕఠ事項に関して͡ߨた改ળ措置ঢ়گ౳のใࠂについて
　議案ୈ３߸　�෱ౡݝ土地改良区ࡒ政ج൫強Խࢧԉି෇੍度実施要ྖの੍定について
　議案ୈ̐߸　�෱ౡݝため஑サϙートηンλーઃ置

要ߝの੍定について
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　令和元年度ୈ３ճཧ事会が、12月20日 、ݝ土地改良会ؗ໾員会議ࣨにおいて開催された。
　ं田会長より挨拶の後、会長を議長として議事にೖり֤議案が৹議され、৻重৹議の݁Ռ、ݪ案ど
おりՄ決ঝೝされた。

ఏग़ٞҊ
　議案ୈ̍߸　令和元年度事業計画มٴߋびऩࢧ補正予算について
　議案ୈ２߸　ॾنఔの一෦改正について

　令和元年度　ळのঀ܄において、ຊ会ཧ事　安ੵૃ水土地改良区ཧ事長　ຊ田཮夫ࢯにѴ日૒ޫষ
が、ઙ川町土地改良区ཧ事長　ਢ藤一夫ࢯにѴ日খदষがत༩されました。

˓Ѵ೔૒ޫষ ˓Ѵ೔খदষ

ຊా　཮෉　ࢯ
（ຊ会ཧ事・安ੵૃ水土地改良区ཧ事長）

ਢ౻　Ұ෉　ࢯ
（ઙ川町土地改良区ཧ事長）

土地改良だより （�）  



ୈ��ճશࠃ౔஍վྑେձʢذෞେձʣ
　ୈ42ճ全国土地改良大会が、令和元年10月16日㈬、全国土地改良事業ஂ体࿈߹会ٴびذෞݝ土地
改良事業ஂ体࿈߹会のओ催により、ʠਗ਼ྲྀでະདྷをうるおす土地改良　ʙ水土里のܙΈを৽たなੈ代
へʙʡをςーϚに、ذෞذݝෞࢢの「ذෞϝϞϦΞϧηンλー（でѪυーϜ）」を会৔に、全国から
4,000名を௒える土地改良関係者が集まり開催された。

　ࣜయでは、まͣ開催地であるذෞݝ土地改良事業ஂ体࿈߹会の藤ݪษ会長が挨拶し、続いて、全国
土地改良事業ஂ体࿈߹会の二階ढ़ത会長がओ催者挨拶、開催地を代දしてذෞݹݝ田ഹ஌事からܴ׻
のことば、ҏ東良޹農林水産෭大臣、ذෞݝબग़の໺田੟子ऺ議院議員ฒびに進藤金日子参議院議員、
宮崎雅夫参議院議員からདྷෂॕࣙのあと、土地改良事業ޭ੷者දজが行Θれた。
　෱ౡݝからは、Ӭ年に࿱り土地改良事業の推進に多大の͝ਚ力をいたͩいたຊ田཮夫　安ੵૃ水土
地改良区ཧ事長が農林水産大臣දজ、₸໺޾一　ീ୔ׯ୓土地改良区ཧ事長が農村ৼہڵ長දজ、੕
ར一　ؘؠ土地改良区ཧ事長が全国土地改良事業ஂ体࿈߹会長දজをड৆された。
　続いて、Ԟ田ಁ農林水産省農村ৼ࣍ہڵ長によるجௐߨԋ、また、ذෞݝの༏良地区事ྫが঺հさ
れた。
　大会એݴでは、ذෞܙཱݝಹ農業ߴ౳ֶߍのӏࣂଠݠさんと林ҍ実ࡊさんが、「ここに集う私たͪ
水土里ネットは、h ਗ਼ྲྀでະདྷをうるおす土地改良　ʙ水土里のܙΈを৽たなੈ代へʙʱを߹いݴ༿
に、ະདྷへのݒけڮである土地改良を、๛かなܙΈである水土里を、৽たなੈ代へҾきܧいでいくこ
とを、ここ、ʠਗ਼ྲྀの国ʡذෞから、ߴらかにએݴします」と大会એݴを行い、࣍期開催地の܈അݝ
に大会ضがҾきܧがれ、ࣜయは੝会のうͪにด会した。

౎ಓ෎ݝ土஍վྑஂۀࣄମ࿈߹会
会長会議顧問　進藤参議院議員祝辞

౎ಓ෎ݝ土஍վྑஂۀࣄମ࿈߹会
会長会議顧問　宮崎参議院議員祝辞

農林水産大臣දজ
ຊా཮෉　҆ੵૃ水土஍վྑ۠ཧࣄ長

ମ࿈߹会ஂۀࣄ土஍վྑݝෞذ
藤ݪ会長挨拶

全国土஍վྑஂۀࣄମ࿈߹会
二階会長挨拶

（�）土地改良だより



ྩ࿨ݩ೥ൃੜ୆෩��߸ʹΑΔඃ֐ঢ়گʹ͍ͭͯ

農஍ɾ農業༻ࢪઃɾ農村ੜࢪڥ؀׆ઃ
��
���Χॴɾ���ԯԁのඃ֐ਪܭ

　令和元年10月12日にൃੜした୆෩1�߸は、ଚいਓ໋をୣうなどਙ大なඃ֐をもたらしました。ݝ
農林水産෦によるとຊݝの農地・農業༻施ઃ౳のඃ֐ঢ়گはԼදのとおりとなっております。

農஍ɾ農業༻ࢪઃඃ֐ใࠂ� （令和元年11月15日現ࡏ）

区　　　分 Օ ॴ ਺ ౳ ඃ　֐　ֹ 備　　　ߟ
ϲॴ 千円

農 地 10,002� 1�,��6,000�

水 ࿏ 5,632� 10,305,000�

ಓ ࿏ 2,66�� 4,1��,000�

た め ஑ 20�� 3,226,000�

಄ ट ޻ 403� �,1��,000�

༲ 水 ػ 102� 3,505,000�

ڮ ྊ 23� 1,�61,000�

農業集མഉ水施ઃ౳ 30� 2,254,000�

Ӧ農ҿࡶ༻水施ઃ ２� 3�0,000�

߹　　　計 1�,0�0� 52,��3,000�

　この度の、台風19号による災害被害を受けた関係機関の皆様に心より 
お見舞い申し上げます。

ਢլ川ࢢɾࢢ໺ؔ༲水ػ৔ നՏࢢ　農ूഉ　දڷͳ͔஍۠ڸੴொ　੒ా஍಺

ઃࢪ༺Λड͚ͨ農஍ɾ農業֐ճの୆෩��߸ʹΑΓඃࠓ

土地改良だより （9）  



ྩ࿨̎೥౓　೶ྛਫ࢈༧ࢉͷࢠࠎʢ̧ࡏݱ���ݩʣ

　農林水産省の令和２年度農林水産予算֓算要ٻがֳ議決定されました。農林水産予算の૯ֹは２ஹ
4,11�億円（લ年ൺ104�3�）、農業農村整備事業අは4,433億円（લ年ൺ100�3�）となっています。

̍ɽ૯ɹׅɹද

区　　　分 元年度�
予 算 ֹ

２年度֓算決定ֹ 元年度補正
௥　Ճ　ֹ௨　ৗ　分 ௨ৗ分の΄か

「臨時・特別の措置」
億円 億円 億円 億円

農林水産予算ֹ 23,10� 23,10� 1,00� 5,�4�
� （対લ年度ൺ） ʵ 100�0�

̍ɽެڞ事業අ 6,�66 6,��� 1,000 2,��1
� （対લ年度ൺ） ʵ 100�3�

　　一ൠެڞ事業අ 6,��0 6,��3 1,000 2,124
� （対લ年度ൺ） ʵ 100�3�

　　災֐෮چ౳事業අ 1�6 1�6 0 �6�
� （対લ年度ൺ） ʵ 100�1�

２ɽඇެڞ事業අ 16,142 16,120 � 2,�5�
� （対લ年度ൺ） ʵ �����

（஫）　̍ɽ金ֹは関係ϕーε。
　　　２ɽ計਺整ཧの݁Ռ、ҟ動をੜ͡ることがある。
　　　３ɽ計਺は、ޒࣺ࢛ೖのため、୺਺において߹計とは一致しないものがある。

̎ɽެࣄڞ業අҰཡ

区　　　分 元年度�
予 算 ֹ

２年度֓算決定ֹ 元年度補正
௥　Ճ　ֹ௨　ৗ　分 ௨ৗ分の΄か

「臨時・特別の措置」
億円 億円 億円 億円

　農業農村整備 3,260 3,264 511 1,466
� （対લ年度ൺ） 100�1�

　林 ໺ ެ ڞ 1,�2� 1,�30 36� 3�1
� （対લ年度ൺ） 100�1�

ࢁ　　　࣏　　 606 60� 20� 1�3
� （対લ年度ൺ） 100�1�

　　৿ 林 整 備 1,221 1,223 15� 21�
� （対લ年度ൺ） 100�1�

　水産ج൫整備 �10 �11 �3 1�0
� （対લ年度ൺ） 100�1�

　ւ　　　　؛ 45 45 � 5
� （対લ年度ൺ） 100�1�

　農ړࢁ村地域整備ަ෇金 �2� �43 42 �2
� （対લ年度ൺ） 101���

一ൠެڞ事業අ計 6,��0 6,��3 1,000 2,124
� （対લ年度ൺ） 100�3�

　災֐෮چ౳ 1�6 1�6 ʵ �6�
� （対લ年度ൺ） 100�1�

事業අ計ڞެ 6,�66 6,��� 1,000 2,��1
� （対લ年度ൺ） 100�3�

（஫）　̍ɽ金ֹは、関係ϕーε。元年度予算ֹは「臨時・特別の措置」をআいた金ֹ。
　　　２ɽ計਺整ཧの݁Ռ、ҟ動をੜ͡ることがある。
　　　３ɽ計਺は、ޒࣺ࢛ೖのため、୺਺において߹計とは一致しないものがある。
　　　̐ɽ農業農村整備事業関係予算については、
　　　　・�２年度֓算決定ֹ（臨時・特別の措置をআく）として4,433億円（農業農村整備事業3,264億円、農ړࢁ村地域整備ަ෇金

のうͪ農業農村整備分661億円、農地࡞ߞ৚݅改ળ事業（ඇެڞ）250億円、農業水࿏౳長ण໋Խ・防災ݮ災事業（ඇެڞ）
25�億円の߹計）

　　　　・�２年度֓算決定ֹ（臨時・特別の措置）として540億円（農業農村整備事業511億円、農ړࢁ村地域整備ަ෇金のうͪ農業農
村整備分2�億円の߹計）

　　　　・�元年度補正ֹとして1,542億円（農業農村整備事業1,466億円、農ړࢁ村地域整備ަ෇金のうͪ農業農村整備分62億円ٴびத
（൫整備分14億円の߹計جのうͪ（ڞඇެ）ԉ事業ࢧ地域ॴಘ向্ؒࢁ

　　　　を措置しており、その૯߹計は6,515億円（臨時・特別の措置をআくと5,��5億円）。

（��）土地改良だより



ྩ࿨̎೥౓༧ܾࢉ֓　ࢉఆͷ֓要ʢ̧ࡏݱ���ݩʣ
ʲ೶ଜৼہڵʳ

̍ɽओཁ༧ࢉ૯ׅද� （୯Ґɿ億円）

事　　項

令和元年度　当初予算ֹ

令和元年度
補正予算ֹ

令和２年度　֓算決定ֹ

「臨時・特別
の措置」を
আく
"

「臨時・特別
の措置」

#

当初予算ֹ
$���"���#

「臨時・特別
の措置」を
আく
%

「臨時・特別
の措置」

&

֓算決定ֹ
'���%���& 対લ年度ൺ

'ʗ$�（ˋ）

一ൠ会計

事業ڞެ　 4,306 566 4,��2 2,141 4,326 55� 4,��3 100�2�

　　農業農村整備事業 3,260 511 3,��1 1,466 3,264 511 3,��5 100�1�

　　農ړࢁ村地域整備ަ෇金 �2� 50 ��� �2 �43 42 ��5 100���

　　ւ؛事業 36 5 41 3 36 4 40 ���6�

　　災֐෮چ౳事業 �3 � �3 600 �3 � �3 100�1�

　ඇެڞ事業 1,56� � 1,56� 45 1,553 � 1,553 ���0�

予算૯ֹ 5,��5 566 6,441 2,1�� 5,��� 55� 6,435 �����

（஫）　̍　計਺整ཧの݁Ռ、ҟ動をੜ͡ることがある。
　　　２　計਺はޒࣺ࢛ೖのため、୺਺において߹計とは一致しない৔߹がある。
　　　３　農ړࢁ村地域整備ަ෇金は、林໺庁ٴび水産庁分を含Ή農林水産省の全体のֹである。

̎ɽඇެڞ༧ࢉの֓ཁ� （୯Ґɿඦສ円）

事　　　　　項 令和元年度
当初予算ֹ

令和元年度
補正予算ֹ

令和２年度
֓算決定ֹ 対લ年度ൺ

（�）

ओな事項

農地࡞ߞ৚݅改ળ事業 2�,�50 � 24,��0 �3�4�

農業水࿏౳長ण໋Խ・防災ݮ災事業 20,�13 � 25,�13 124�0�

多໘的ػೳࢧ෷ަ෇金 4�,652 � 4�,652 100�0�

தؒࢁ地域౳௚઀ࢧ෷ަ෇金
　˞�令和元年度予算はதؒࢁϧネッサンε推進事業分
（252ඦສ円）をআいたֹ

26,0�1 � 26,100 100�0�

農ړࢁ村ৼަڵ෇金
　˞「農ധ」の推進、ࢁ村活性Խࢧԉަ෇金౳を含Ή �,�0� � �,�05 100�0�

ௗ्ඃ֐防ࢭ૯߹対策ަ෇金 10,22� 4�� 10,010 �����

特घࣗવ災֐対策施ઃٸۓ整備事業 150 160 300 200�0�

༗໌ւ࠶ੜ対策（農村ৼہڵ計্分） 1,000 � 1,000 100�0�

ʦ511౳関࿈対策ʧ

　தؒࢁ地域ॴಘ向্ࢧԉ対策 � 3,600 � �

　୨田地域ৼٸۓڵ対策 � 200 � �

農村ৼہڵ　ඇެڞ予算૯ֹ 156,��� 4,533 155,2�3 ���0�

（஫）　̍　計਺整ཧの݁Ռ、ҟ動をੜ͡ることがある。
　　　２　農村ৼہڵ　ඇެڞ予算૯ֹについては、ओな事項Ҏ֎の事業౳も含めた૯ֹである。

土地改良だより （��）  



ྩ࿨̎೥౓ɹ農業農村整備ࣄ業ؔ܎༧ܾࢉ֓��ࢉఆの֓ཁ
� （୯Ґɿ億円）

令和元年度
当初予算ֹ

令和２年度֓算決定ֹ
令和元年度
補正௥Ճֹ

̙

߹計�
�

̘ʴ̙
「臨時・特別の
措置」をআく�
̖

「臨時・特別
の措置」�
̗

֓算決定ֹ�
�

̘ʹ̖ʴ̗

農業農村整備事業（ެڞ） 3,260 3,264 511 3,��5 1,466 5,241

（100�1�） （115���） （160���）

農業農村整備関࿈事業（ඇެڞ） 50� 50� ʵ 50� 14 522

（100�1�） （100�1�） （102���）

農地࡞ߞ৚݅改ળ事業
農業水࿏౳長ण໋Խ・防災ݮ災事業

農ړࢁ村地域整備ަ෇金（ެڞ） 650 661 2� 6�0 62 �52

（農業農村整備分） （101���） （106�2�） （115���）

計

4,41� 4,433 540 4,��3 1,542 6,515

（100�3�） （112�6�） （14��5�）

（஫）　̍　計਺はޒࣺ࢛ೖのため、୺਺において߹計とは一致しない৔߹がある。
　　　２　Լஈ（　）ॻきは令和元年度予算ֹ（「臨時・特別の措置」をআく）とのൺ཰である。
　　　３　令和元年度補正ֹは511౳関࿈対策ٴび防災・ݮ災、国土強ਟԽのߋなる推進のための対策が対৅。
　　　̐　農業農村整備関࿈事業（ඇެڞ）における令和元年度補正ֹは、தؒࢁ地域ॴಘ向্ࢧԉ事業のج൫整備分である。

「臨時・特別の措置」をআく� 5,��5
（135�3ˋ）

（��）土地改良だより



� （୯Ґɿ億円）

事　　　項
令和元年度
当初予算ֹ

令和２年度　֓算決定ֹ

令和元年度
補正予算ֹ

令和元年度
補正予算ֹ�
ʴ�

令和２年度
֓算決定ֹ

「臨時・特別の
措置」をআく

「臨時・特別
の措置」 ֓算決定ֹ対લ年度ൺ�

（ˋ）
対લ年度ൺ�
（ˋ）

対લ年度ൺ�
（ˋ）

ᶃ ᶄ ᶄ�ᶃ ᶅ ᶄʴᶅʹᶆ ᶆ�ᶃ ᶇ ᶆʴᶇʹᶈ ᶈ�ᶃ

農業農村整備事業

国Ӧかんがいഉ水 1,105 1,0�3 ���0� 1� 1,101 ���6� 1�1 1,2�3 116���

国Ӧ農地࠶ฤ整備 2�� 351 121��� ʵ 351 121��� 214 565 1�5���

国Ӧ૯߹農地防災 264 241 �1�2� 1�� 440 166�6� 55 4�4 1���4�

௚׋地すϕり 2 2 �5�0� ʵ 2 �5�0� ʵ 2 �5�0�

水ݯࢿ開ൃ �1 �1 100�1� 1 �2 101�5� 4 �� 10��4�

農業ڝ૪力強Խج൫整備 ��� �16 �0��� �2 �0� 102�6� �4� 1,55� 1���6�

தؒࢁ地域農業農村૯߹
整備 ʵ 50 皆૿ ʵ 50 皆૿ ʵ 50 皆૿

農村地域防災ݮ災 443 441 ���4� 200 641 144�5� 250 ��1 201�0�

土地改良施ઃ؅ཧ 166 1�� 10��1� ʵ 1�� 10��1� 3 1�0 10����

そのଞ 132 132 100�0� ʵ 132 100�0� ʵ 132 100�0�

計 3,260 3,264 100�1� 511 3,��5 115��� 1,466 5,241 160���

（஫）　̍ɽ令和元年度当初予算ֹは「臨時・特別の措置」をআいた金ֹ。
　　　２ɽ計਺はޒࣺ࢛ೖのため、୺਺において߹計とは一致しない৔߹がある。
　　　３ɽ令和元年度補正ֹは511౳関࿈対策ٴび防災・ݮ災、国土強ਟԽのߋなる推進のための対策が対৅。
　　　̐ɽそのଞには後進地域開ൃ特ྫ๏ద༻ஂ体土地改良౳関係開ൃࢦ定事業補ॿ཰ֹࠩ金を含Ή。
　　　５ɽ�国Ӧ૯߹農地防災には土地改良施ઃಥൃ事ނ෮چ事業（௚׋）、農村地域防災ݮ災には土地改良施ઃಥൃ事ނ෮چ事業（補ॿ）

を含Ή。

農業農村整備ࣄ業の֓ཁ
土地改良だより （�3）  



�ɹʮ૯߹తͳ 511 ౳ؔ࿈੓ࡦେߝʯʹࡦࢪͮ͘جの࣮ࢪ
ᾇɹੈ࣍୅Λ୲͏ܦӦ֮ײʹ༏Εͨ୲いखのҭ੒

ɹᶃɹ農஍のߋͳΔେ۠ըԽɾ൚༻Խのਪਐʪެڞʫ ���ԯԁ
　　・�農地தؒ؅ཧ事業の重఺実施区域౳において、୲いखへの農地集ੵ・

集約ԽをՃ଎Խしてถのੜ産ίεトの大෯なݮ࡟౳をਤるため、農地
の大区画Խ΍ഉ水対策、水؅ཧの省力Խ౳の整備を実施・ࢧԉ

ɹᶄɹ୨ాɾதؒࢁ஍ҬରࡦʪҰ෦ެڞʫ ���ԯԁ
うͪ୨田地域ৼٸۓڵ対策� 2億円
うͪதؒࢁ地域ॴಘ向্ࢧԉ対策
� 242億円
うͪ農ړࢁ村地域整備ަ෇金
（தؒࢁ地域農業࿮）� 3�億円

　　・�୨田地域を࢝めとするதؒࢁ地域のৼڵをਤるため、୨田地域ৼڵ๏
にͮجく୨田保全・ৼڵに必要なௐࠪの実施΍؍ܠम෮౳のڥ؀整備
をࢧԉするとともに、ج൫整備とੜ産・ൢച施ઃ౳の整備を૯߹的に
ԉࢧ

ᾈɹڝࡍࠃ૪ྗの͋Δ࢈஍Πϊϕʔγϣϯのଅਐ

ɹ˓ɹਫాのാ஍Խɺാ஍ɾथԂ஍のػߴೳԽ౳のਪਐʪެڞʫ ���ԯԁ
�ߴ・　　 ऩӹ࡞෺をத৺としたӦ農体ܥへのస׵をଅ進するため、डӹ໘ੵ

のن໛要݅を؇和し、ഉ水改良౳による水田のാ地Խ・൚༻Խ΍、ാ
地かんがい施ઃの整備౳によるാ地・थԂ地のػߴೳԽ౳のج൫整備
を実施・ࢧԉ

ᾉɹச࢈ɾཙ農ऩӹྗڧԽ૯߹ϓϩδΣΫτのਪਐ

ɹ˓ɹ૲஍整備のਪਐʪެڞʫ ��ԯԁ
　　・�ச産Ϋϥελー計画を策定した地域でのޮ཰的なࣂྉੜ産にࢿする૲

地整備を推進

�ɹ͔֐ࡂΒの෮چɾ෮ڵͱ҆શɾ҆৺
ᾇɹ୆෩��߸౳の͔֐ࡂΒの෮چɾ෮ڵ

ɹᶃɹ֐ࡂ෮چ౳ࣄ業ʪެڞʫ ���ԯԁ
　　・�ඃ災した農地・農業༻施ઃ౳の଎΍かな෮چ౳を実施・ࢧԉ
ɹᶄɹಛघࣗવ֐ࡂରࢪࡦઃٸۓ整備ࣄ業 �ԯԁ
　　・�Րࢁの߱փඃ֐対応のためのચড়༻ػց施ઃ౳の整備をࢧԉ
ɹᶅɹ�農村஍Ҭ෮࠶ڵੜج൫૯߹整備ࣄ業
ɹɹɹʢ౦೔ຊେ਒ࡂ෮ڵಛผձܭのิਖ਼༧ࢉʣ

（復興特会）� �ԯԁ

　　・�現ࡏ事業が実施されている地域において୆෩ୈ1�߸౳のඃ֐により௥
Ճ的に必要となったܦඅ౳をࢧԉ

ᾈɹਫ֐Λத৺ͱ͢Δ๷ࡂɾࡂݮɺࠃ౔ᯰڧԽのߋͳΔਪਐ

ɹᶃɹ農業ਫརࢪઃ౳の๷ࡂɾࡂݮରࡦʪެڞʫ （農業農村整備事業）
���ԯԁの಺਺

（農山漁村地域整備交付金）
��ԯԁの಺਺

　　・�農業水ར施ઃ౳について、ࣗવ災֐のࡍにもػೳを確保するため、ਁ
水ඃ֐の防ࢭに௚݁する施ઃの改म・ߋ৽、సམ防ࢭのための安全防
ԉࢧ・のઃ置౳を実施ࡤޢ

ɹᶄɹͨΊ஑の๷ࡂɾࡂݮରࡦʪެڞʫ （農業農村整備事業）
���ԯԁの಺਺

（農山漁村地域整備交付金）
��ԯԁの಺਺

　　・�ԼྲྀへのӨڹが特に大きく、ૣٸに対策が必要な防災重఺ため஑につ
いて、ػೳ・安全性の確保のための改म΍ར༻されていないため஑の
౷ഇ߹をࢧԉ

ɹᶅɹ�ւ؛అ๷౳の๷ࡂɾࡂݮରࡦʪެڞʫ （海岸事業）� �ԯԁ
（農山漁村地域整備交付金）

��ԯԁの಺਺
　　・�ւൈθロϝートϧ地ଳ౳のਁ水ඃ֐のӨڹが特に大きい地域において、

಺水൙ཞ防ࢭのためのഉ水ػ৔΍水໳౳の補強、ߴ೾による౗յ防ࢭ
のためのఅ防౳の補強౳を実施・ࢧԉ

ྩ࿨ݩ೥౓農ྛਫิ܎ؔ࢈ਖ਼༧ࢉの֓ཁ
ʢ農村ৼ܎ؔہڵʣ

（��）土地改良だより



ᾉɹ$4'ɾ"4' ౳΁のରࡦ

ɹ˓ɹௗ्ඃ֐๷ࢭ૯߹ରަࡦ෇ۚ �ԯԁ
　　・�$4' のまんԆ防ࢭとச産農Ոのඃ֐防ࢭをਤるため、໺ੜΠϊシシの

ั֫活動を௚઀ࢧԉするとともに、޿域的なั֫活動の実施、*$5（৘
ใ௨৴ٕज़）を活༻したΘな౳のޮ཰的なั֫౳をࢧԉ

�ɹʮ農ྛਫ࢈業ɾ஍Ҭのྗ׆૑଄ϓϥϯʯʹࡦࢪͮ͘ج౳のਪਐ
ɹ˓ɹௗ्ඃ֐๷ࢭ૯߹ରަࡦ෇ۚ �ԯԁ
　　・�δϏΤのར༻֦大を推進するため、ั֫からॲཧՃ޻までの৘ใを関

係者がڞ༗できるネットϫーΫߏஙの実ূ、ॲཧՃ޻施ઃ౳における
ਓࡐҭ成、&$（ి子঎取Ҿ）サΠトを活༻したϓロϞーシϣンのల開
౳をࢧԉ

஫̍ɿ֤事項のԼஈ（　）಺は、令和元年度当初予算ֹ（ֹݮ補正した৔߹は補正後予算ֹ）
஫２ɿ̡ 補正予算ʳは、令和元年度補正予算

ྩ࿨̎೥౓農ྛਫ܎ؔ࢈༧ࢉのॏ఺߲ࣄ
ʢ農村ৼ܎ؔہڵʣ

̍ɹʮεϚʔτ農業ʯの࣮ݱͱڧい農業のͨΊのج൫ͮ Γ͘
ᾇɹ農業農村ج൫整備ʢڝ૪ྗڧԽɾࠃ౔ڧਟԽʣ

農業農村整備ࣄ業ؔ܎༧ࢉ͸ɺɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ
౰ॳʢྟ࣌ɾಛผのાஔΛؚΉʣͱิਖ਼Λ߹Θͤͯ
� �
���ԯԁ

ɹᶃɹ農業農村整備ࣄ業ʪެڞʫ
�
���ԯԁ
（3,260億円）

【補正予算】
�
���ԯԁ　　・�農業のڝ૪力強Խ΍農村地域の国土強ᯰԽをਤるため、農地の大区画

Խ・൚༻Խ΍水࿏のύΠϓϥΠンԽ、࿝ٺԽした農業水ར施ઃの長ण
໋Խ΍߽Ӎ・଱਒Խ対策౳を推進するとともに、εϚート農業のૅج
Πンϑϥとして、*$5を༻いた水؅ཧ省力Խٕज़のಋೖ౳も推進

ɹᶄɹ農஍࡞ߞ৚݅վળࣄ業
���ԯԁ
（300億円）

　　・�農地தؒ؅ཧߏػによる୲いखへの農地の集ੵ・集約Խ、ߴऩӹ࡞෺
へのస׵、Ϟσϧ的な産地ܗ成を推進するため、ߏػによる୲いखへ
の農地の集ੵ・集約Խが行Θれる地域౳において、農業者のඅ༻ෛ୲
のܰݮをਤりつつ、事業を実施すること౳により、区画֦大౳をଅ進

ɹᶅɹ農業ਫ࿏౳௕ण໋Խɾ๷ࣄࡂݮࡂ業
���ԯԁ
（20�億円）

　　・�農業ੜ産活動のج൫となる農業水ར施ઃのػೳを安定的にൃشさͤる
ため、ػ動的かつޮ཰的な長ण໋Խ対策ٴび防災ݮ災対策をࢧԉ

ɹᶆɹ農ړࢁ村஍Ҭ整備ަ෇ ʪۚެڞʫ
���ԯԁ
（�2�億円）

【補正予算】
��ԯԁ

うͪதؒࢁ地域農業࿮
3�億円

　　・�地ํのྔࡋによって実施する農林水産業のج൫整備΍農ړࢁ村の防
災・ݮ災対策に必要なަ෇金をަ෇

ᾈɹ࿨૿ڇ಄ɾ૿࢈ରࡦΛ࢝Ίͱͨ͠ச࢈ɾཙ農のڝ૪ྗڧԽ
ɹ˓ɹ૲஍ؔ࿈ج൫整備ʪެڞʫ

�
���ԯԁの಺਺
（3,260億円の಺਺）

【補正予算】
��ԯԁ　　・�ச産ܦӦن໛の֦大΍ச産ओ産地のܗ成にࢿするࣂྉੜ産のج൫整備

౳を推進

̎ɹ୲いख΁の農஍集ੵɾ集໿Խ౳ʹΑΔߏ଄վֵのਪਐ
ᾇɹ農஍தؒ؅ཧߏػʹΑΔ農஍集ੵɾ集໿Խͱ農業ҕһձʹΑΔ農஍ར༻の࠷దԽ
ɹᶃ�農஍のେ۠ըԽɾ൚༻Խのਪਐʪެڞʫ

�
���ԯԁの಺਺
（3,260億円の಺਺）

【補正予算】
（農地の更なる大区画化
等の推進）

���ԯԁ
　　・�農地தؒ؅ཧ事業の重఺実施区域౳において、୲いखへの農地集ੵ・

集約ԽをՃ଎Խしてถのੜ産ίεトの大෯なݮ࡟をਤるため、農地の
大区画Խ΍ഉ水対策、水؅ཧの省力Խ౳の整備を推進

土地改良だより （��）  



ɹᶄɹ農஍࡞ߞ৚݅վળࣄ業ʢܝ࠶ʣ
���ԯԁ
（300億円）

　　・�農地தؒ؅ཧߏػによる୲いखへの農地の集ੵ・集約Խ、ߴऩӹ࡞෺
へのస׵、Ϟσϧ的な産地ܗ成を推進するため、ߏػによる୲いखへ
の農地の集ੵ・集約Խが行Θれる地域౳において、農業者のඅ༻ෛ୲
のܰݮをਤりつつ、事業を実施すること౳により、区画֦大౳をଅ進

̏ɹਫాϑϧ׆༻ͱܦӦॴಘ҆ఆରࡦのண࣮ͳ࣮ࢪ
ᾇɹਫాϑϧ׆༻のਪਐ
ɹ˓ɹਫా農業のߴऩӹԽのਪਐʪҰ෦ެڞʫ

（水田活用の直接支払交付金）
�
���ԯԁの಺਺
（農業農村整備事業）
�
���ԯԁの಺਺
（担い手の育成と生産・供給の
基幹となる施設整備の推進）
���ԯԁの಺਺

（品目別の生産振興対策）
��ԯԁの಺਺

（畜産生産力・生産体制強化
対策事業）

̕ԯԁの಺਺

【補正予算】
（水田の畑地化、畑地・樹
園地の高機能化等の推進）

���ԯԁ
【補正予算】

（産地生産基盤パワーアップ
事業）
���ԯԁの಺਺

�ߴ・　　 ऩӹ࡞෺のಋೖ・定ணをਤるため、「水田農業ߴऩӹԽ推進計画」に
し、水田におܞが࿈ہ体౳の関係෦ஂڞき、国のΈならͣ地ํެͮج
けるߴऩӹ࡞෺へのస׵、水田のാ地Խ・൚༻Խのためのج൫整備、
ց・施ઃのಋೖ、ൢ࿏確保౳の取組を計画的かつ一体的ػഓٕज़΍࠿
に推進

̐ɹ৯の҆શɾফඅऀの৴པ֬อ
ɹ˓ɹௗ्ඃ֐๷ࢭ૯߹ରަࡦ෇ۚ

���ԯԁの಺਺
（102億円の಺਺）

【補正予算】
̑ԯԁの಺਺　　・�$4' のまんԆ防ࢭをਤるため、໺ੜΠϊシシのั֫活動を௚઀ࢧԉす

るとともに、޿域的なั֫活動の実施、*$5（৘ใ௨৴ٕज़）を活༻し
たΘな౳のޮ཰的なั֫౳をࢧԉ

̑ɹ農ړࢁ村のੑ׆Խ
ᾇɹ೔ຊܕ௚઀ࢧ෷の࣮ࢪ
ɹᶃɹଟ໘తػೳࢧ෷ަ෇ۚ

���ԯԁ
（4��億円）

　　・�農業・農村の༗する多໘的ػೳがҡشൃ・࣋されるとともに地域全体
で୲いखをࢧえるため、農業者౳でߏ成される活動組৫が農地を農地
としてҡ࣋していくために行う地域活動΍、地域ॅຽを含Ή活動組৫
が行う地域ݯࢿの࣭的向্をਤる活動にަ෇金をަ෇

ɹᶄɹதؒࢁ஍Ҭ౳௚઀ࢧ෷ަ෇ۚ
���ԯԁ
（261億円）

　　・�தؒࢁ地域౳における農業ੜ産৚݅のෆརを補正するため、୨田地域
を含Ή৚݅ෆར地域での農業ੜ産活動をܧ続して行う農業者౳にަ෇
金をަ෇

ᾈɹதؒࢁ஍農業のॴಘ্޲Λ࢝Ίͱͨ͠農ړࢁ村のੑ׆Խ
ɹᶃɹதؒࢁ஍農業ϧωοαϯεࣄ業ʪҰ෦ެڞʫ

���ԯԁ
（440億円）

　　・�୨田を含Ήࣼ܏地౳の৚݅ෆར性΍ௗ्ඃ֐の૿Ճなどதؒࢁ地農業
が置かれているঢ়گを౿まえつつ、地域の特৭を活かした多様な取組
を後ԡしするため、多様で๛かな農業と美しく活力ある農ࢁ村の実現
΍、地域ίϛϡχςΟによる農地౳の地域ݯࢿのҡܧ・࣋ঝに向けた
取組を૯߹的にࢧԉ

ɹᶄɹ୨ాɾதؒࢁ஍ҬରࡦʪҰ෦ެڞʫ
（中山間地域農業農村総合
整備事業）� ��ԯԁ

（ʵ）
（農山漁村地域整備交付金）
���ԯԁの಺਺
（�2�億円の಺਺）

【補正予算】
���ԯԁ

うͪ୨田地域ৼٸۓڵ
対策� ２億円
うͪதؒࢁ地域ॴಘ向্
�ԉ対策ࢧ 242億円
うͪ農ړࢁ村地域整備ަ෇金
（தؒࢁ地域農業࿮）
� 3�億円

　　・�୨田地域を࢝めとするதؒࢁ地域のৼڵをਤるため、୨田地域ৼڵ๏
にͮجく୨田保全・ৼڵに必要なௐࠪの実施΍؍ܠम෮౳のڥ؀整備
をࢧԉするとともに、ج൫整備とੜ産・ൢച施ઃ౳の整備を૯߹的に
ԉࢧ

（��）土地改良だより



ɹᶅɹ農ړࢁ村ৼަڵ෇ۚ
��ԯԁ
（��億円）

　　・�農ړࢁ村におけるॴಘ向্΍ޏ༻૿大により活力ある農ړࢁ村を実現
するため、୨田を࢝めとする地域ݯࢿを活༻した計画策定・取組の実
ફ΍都ࢢにおける農業体ݧ活動౳、地域におけるϏδネεとしての
「農ധ」実施΍農෱࿈ܞの実施のための施ઃ整備౳、ࢁ村における地域
する施ઃ整備ࢿ村における定ॅ・ަྲྀにړࢁの活༻౳の取組΍農ݯࢿ
౳を૯߹的にࢧԉ

ɹɹΞɹʮ農ധʯのਪਐ
　　　・�「農ധ」をϏδネεとして実施するための体੍整備΍地域ݯࢿをັ力

あるޫ؍ίンςンπとしてຏき্げるためのઐ໳Ո೿ݣ౳の取組、
農Ոຽ॓΍ݹຽՈ౳を活༻した଺ࡏ施ઃ、農林ړ業体ݧ施ઃ౳の整
備を一体的にࢧԉ

ɹɹΠɹ農෱࿈ܞのਪਐ
　　　・�農業分໺におけるো֐者౳のޏ༻・ब࿑をଅ進するとともに、農෱

࿈ܞに取り組Ή農業ܦӦ体のൃలをਤるため、施ઃ整備౳のハーυ
対策΍ো֐者の৬৔定ணをࢧԉするਓࡐҭ成、ϝσΟΞ౳を活༻し
たϓロϞーシϣン౳のιϑト対策を一体的にࢧԉ

ɹɹ΢ɹ౎ࢢ農業のଟ༷ͳػೳのൃش
　　　・�都ࢢ農業でのੜ産体ݧ΍ަྲྀの৔のఏڙ、災֐時のආ೉地としての

活༻౳をࢧԉし、都ࢢ農業をৼڵ
ɹᶆɹௗ्ඃ֐๷ࢭରࡦͱδϏΤར׆༻のਪਐ

���ԯԁ
（104億円）

【補正予算】
̑ԯԁ　　・�ั ֫活動の強Խ΍ *$5 を活༻したεϚートั֫、৵ೖ防ࡤࢭの整備౳

のௗ्ඃ֐防ࢭ対策とともに、δϏΤར༻֦大に向けたਓࡐҭ成、ั
֫からॲཧՃ޻ஈ階の৘ใを関係者がڞ༗できるネットϫーΫߏஙの
実ূ౳を実施する΄か、シΧඃ֐対策のための৽ٕज़౳の開ൃ・実ূ
౳をϞσϧ的に実施

ɹᶇɹಛघࣗવ֐ࡂରࢪࡦઃٸۓ整備ࣄ業
̏ԯԁ

（２億円）

【補正予算】
̎ԯԁ　　・�Րࢁの߱փ౳のඃ֐に対応するためのચড়༻ػց施ઃ౳の整備΍これ

と一体的に行う༻水確保対策౳をࢧԉ

̒ɹ͔֐ࡂΒの෮چɾ෮ڵͱ๷ࡂɾࡂݮɺࠃ౔ڧਟԽ
ᾇɹ୆෩��߸౳の͔֐ࡂΒの෮چɾ෮ڵ
ɹᶃɹ֐ࡂ෮چ౳ࣄ業ʪެڞʫ

��ԯԁ
（�3億円）

【補正予算】
���ԯԁ　　・�ඃ災した農地・農業༻施ઃの଎΍かな෮چ౳を実施・ࢧԉ

ɹᶄɹಛघࣗવ֐ࡂରࢪࡦઃٸۓ整備ࣄ業ʢܝ࠶ʣ
̏ԯԁ

（２億円）

【補正予算】
̎ԯԁ　　・�Րࢁの߱փඃ֐対応のためのચড়༻ػց施ઃ౳の整備をࢧԉ

ᾈɹਫ֐౳΁の๷ࡂɾࡂݮɺࠃ౔ڧਟԽのߋͳΔਪਐ
ɹᶃɹ農業ਫརࢪઃ౳の๷ࡂɾࡂݮରࡦʪެڞʫ 【臨時・特別の措置】

（農業農村整備事業）
���ԯԁの಺਺

（農山漁村地域整備交付金）
��ԯԁの಺਺

【補正予算】
（農業農村整備事業）
���ԯԁの಺਺
（農山漁村地域整備交付金）
��ԯԁの಺਺

　　・�農業水ར施ઃ౳について、ࣗવ災֐のࡍにもػೳを確保するため、ਁ
水ඃ֐の防ࢭに௚݁する施ઃの改म・ߋ৽、సམ防ࢭのための安全防
ԉࢧ・のઃ置౳を実施ࡤޢ

ɹᶄɹͨΊ஑の๷ࡂɾࡂݮରࡦʪެڞʫ 【臨時・特別の措置】
（農業農村整備事業）
���ԯԁの಺਺

【補正予算】
（農業農村整備事業）
���ԯԁの಺਺
（農山漁村地域整備交付金）
��ԯԁの಺਺

　　・�ԼྲྀへのӨڹが特に大きく、ૣٸに対策が必要な防災重఺ため஑につ
いて、ػೳ・安全性の確保のための改म΍ར༻されていないため஑の
౷ഇ߹౳をࢧԉ

ɹᶅɹւ؛అ๷౳の๷ࡂɾࡂݮରࡦʪެڞʫ 【臨時・特別の措置】
（海岸事業）� ̐ԯԁ
（農山漁村地域整備交付金）
��ԯԁの಺਺

【補正予算】
（海岸事業）� ̏ԯԁ
（農山漁村地域整備交付金）
��ԯԁの಺਺

　　・�ւ؛అ防౳について、ߴை΍௡೾に対し必要なఅ防ߴ確保のための整
備、଱਒対策౳とともに、಺水൙ཞ防ࢭ対策、౗յ防ࢭのための補強
౳を実施・ࢧԉ

土地改良だより （��）  



農業農村整備ࣄ業ʲެڞʳ

◇ 令和２年度概算決定における農業農村整備関係事業の負担軽減等対策 ◇
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．૿いু岶活ඩ峃る強い農業੦ೕ峏くり
（農業଼ଥ⼒強化対策） 12��12�（12��6�8）௲ਐ円
担い⼿への農地集積や農業の⾼付加੼க化を図るため、農地
中間ଵ৶ਃଡとの৴௚等により、農地のপય઺化やሑ⽤化・ഒ
地化、ഒ地か峽岶い施設のତ૟等をৰ施します。また、崹イ崿嵑
イン化やۉڸھ等の଑োにより、ৗたな農業਷ਹ崟ステ嵈をଡ
ണし、担い⼿の多様な⽔利⽤や⽔管理の੄⼒化を推進します。

２．ഠᄺ化した農業਷ਹ施設のশํ୵化
（বଅ強ℴ化対策） 125�6�0（122�3�8）௲ਐ円
ഠᄺ化した農業⽔利施設に峎いて、ਡਫ਼・൧૵に基づき、ଓ
ఊ・ಌৗ等をిৎ・的નに実施します。

３．਍৸・਍ੱのた峫の農村地域のଆ಼・੖಼
（বଅ強ℴ化対策） �1�63�（�3��50）௲ਐ円
基幹的な農業਷ਹ施設やた峫౱等のິ൜対策、集中ൻංに

よる農村地域のဏ਷଺૩ଆૃ対策、農業਷ਹ施設の਍৸対
策等をৰ施します。

農業農村ତ૟事業＜公共＞ 【令和２年度予算概算決定額 �2�,4���（�2�,02�）百万円】
岩岣ಏৎ・特શのೈ઼岤をஅ峪令和２年度概算決定額���,��0百万円岪 �令和੪年度ଓਫ予算額 �4�,�00百万円�

＜対策のポイント＞
農業の଼ଥ⼒強化のための農地のপય઺化やሑ⽤化・ഒ地化、ৗたな農業਷ਹ崟ステ嵈のଡണ、বଅ強ℴ化のための農業⽔利施設のশํ୵化・ິ൜化
対策、た峫౱の੝ఊ・ଁఀ়等を推進します。
＜政策⽬標＞
○担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積のڴસとなるよう農地集積を推進［ഥਮڱফ২まで］
○基盤整備౥വય域（⽔⽥）における作付⾯積（਌⾷⽤৪を௾く）にಚめる⾼収益作物のસ合
（৺ڮસ［਴ਛ2�ফ২］ڀ ৺گસਰ上［ഥਮڮফ২まで］）
○施設機能が਍定している基幹的農業⽔利施設のસ合 （৺ڱસਰ上［ഥਮڮফ২まで］）
○崷崞嵤崱マップ作ਛ等崥崽崰対策をৰ施した防಼重ਡため౱のસ合 （৺ڱસ［਴ਛ2�ফ২］10 ڀસ［ഥਮڮফ২まで］）

［お問い合わせ先］農村振興局設計課（03-3502-86�5）

ሑ⽤化の例

⽔管理のۉڸھ化

ଅ地੝良યによる管理 ⼤規模・૘数の
担い⼿農家による管理

ঽ動崚嵤崰化

ৗたな農業⽔利崟ステ嵈（イ嵉嵤崠）

中ఙ管理所

ী⽔
施設

取⽔
施設

⽔位ҩ⽔ആのનੳ
⽤ൾ⽔の೫࿒ඝ作

એ的ૐ஋

⽥ ⼤
໼

်

৹整
施設

ঽ動ஔ⽔ዟ

⽔路のӎӣҶӐӣӛҶӡ化

農業⽔利施設ଓఊによる
শํ୵化対策

⽔路の機能൧૵

ଓఊ

ため౱の整備

施設のິ൜化

ິ൜化後の୍੣⼯ཆ෣

１．૿いু岶活ඩ峃る強い農業੦ೕ峏くり ２．ഠᄺ化した農業
਷ਹ施設のশํ୵化

３� ਍৸・਍ੱのた峫の
農村地域のଆ಼・੖಼農地整備を 峂ৢた農地集積・集৺化の例

㎰ᐙᩘ ᡞᙜ䛯䜚つᶍ

䠏䠒䠏ᡞ 䠌䠊䠒䡄䠽䠋ᡞ

䠖㞟ⴠႠ㎰ཧຍྜព⪅

䠖⮬ᐙᾘ㈝ᕼᮃ⪅

計画現ய

⼤ય画化の例

事業ৰ施৐ 事業ৰ施後

農業଼ଥ⼒強化対策 বଅ強ℴ化対策

＜事業の流れ＞

※事業ৰ施਌体が国のৃ合は、2�3等

国
市町村 等都道府県

都道府県
1�2等

1�2等

ሑ⽤化⽔⽥での嵔タスのᄎသ

ཆ෣を拡்

ິ൜化৐の୍੣⼯ཆ෣

੝ఊ後の༕体

੝ఊ৐の༕体

ି）基幹的農業⽔利施設（ਭ益⾯積100KD
ਰ上の農業⽔利施設）の資産੼க
（ગ૦設ા嵁嵤ス）

基幹的農業⽔利施設の
ິ⽤ফ数のதૌ૾ய

国営
1.2ூ円

県営等
3.�ூ円

国営
1.0ூ円

県営等
1.�ூ円

ใにఏ૆ິ⽤ফ数
をதૌした施設

�.6ூ円（全体の
25٫）

さらに০後10ফのうち
にఏ૆ິ⽤ফ数をத
ૌする施設を加えると
�.3ூ円（全体の

�0٫）

৸体
����ூ円
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スマート農業に対応した基盤整備

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

＜対策のポイント＞
⾃動⾛⾏農機等の導⼊に対応する農地の⼤区画化等の整備やICTを⽤いた⽔管理省⼒化技術の導⼊を推進します。
＜事業⽬標＞
○ 担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進［令和５年度まで］
○ 農業の担い⼿のほぼ全てがデータを活⽤した農業を実践［令和７年度まで］
○ 農業⽔利施設の戦略的な保全管理

スマート農業に対応した基盤整備

１．⾃動⾛⾏農機等の導⼊・利⽤に対応した農地整備
⾃動⾛⾏農機等が能⼒を最⼤限発揮するための農地の区画・形状
の整備を⾏うとともに、⾃動⾛⾏農機等の導⼊・利⽤に対応したGNSS
（衛星測位システム）基地局等の整備を⾏うことで、スマート農業等の
社会実装を促進します。
※ 基地局等の整備は農地耕作条件改善事業で実施

国

＜事業の流れ＞

都道府県
1/2等

［お問い合わせ先］（1の事業）農村振興局農地資源課（03-6744-2207）
（2の事業） 〃 地域整備課（03-6744-2209）

⼟地改良施設の情報基盤整備推進に向けた調査⾃動⾛⾏農機等の導⼊・利⽤に対応した農地整備
○RTK-GNSS※基地局等の情報インフラの整備

国 2/3等

２．⼟地改良施設の情報基盤整備推進に向けた調査
情報通信基盤（無線基地局等）の導⼊により、ICTを活⽤した農
業⽔利施設の操作・監視の省⼒化や、⽤排⽔管理の適正化等を図
る取組を推進します。

(2の事業）

(１の事業）

（補助事業）

（直轄事業）

※ RTK-GNSSとは、⾼精度（数センチ単位）で測位可能な
衛星測位システムのこと。

衛星測位データを基地局で補正
することにより、⾼精度の⾃動⾛⾏
を実現。

⾃動⾛⾏トラクターの無⼈運転
の状況

○⾃動⾛⾏農機の効率的な作業に適した農地整備

営農作業上の障害を除去する
⽤排⽔路の管路化

⽤⽔路
（埋設管）排⽔路

（埋設管）

○調査地区において、BWAやLPWA等の無線基
地局を設置し、検証を実施
○有識者検討会の開催及び情報通信基盤の整
備・管理に関する技術的資料の作成

【令和２年度予算概算決定額 (農業農村整備事業)326,436(326,036)百万円の内数、(耕作条件改善事業) 24,990(29,950)百万円の内数】

農機の旋回を容易にし、作業効
率が向上するターン農道の設置

※1︓BWAとは、⼤容量な映像データ等の送信に適した無線。
※2︓LPWAとは、省電⼒で、気象や⽔位等をデータ送信に適した無線。電波伝播

距離は数kmから数⼗kmと広範囲。

基地局

誤差補正情報

位置情報

⾃動⾛⾏農機

国

※下線部は新規または拡充の内容
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⽔⽥農業の⾼収益化の推進
＜対策のポイント＞

⾼収益作物の導⼊・定着を図るため、「⽔⽥農業⾼収益化推進計画」に基づき、国のみならず地⽅公共団体等の関係部局が連携し、⽔⽥における⾼収
益作物への転換、⽔⽥の畑地化・汎⽤化のための基盤整備、栽培技術や機械・施設の導⼊、販路確保等の取組を計画的かつ⼀体的に推進します。

＜政策⽬標＞
○⽔⽥における⾼収益作物の産地を500創設［令和７年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．計画策定の⽀援
○ 産地の合意形成、品⽬の選定や販路の確保等の「推進計画」の策定・改定に
資する取組を⽀援します。

２．経営転換のインセンティブ付与
○ 「推進計画」に位置付けられた産地における以下の取組を⽀援します。
① ⾼収益作物定着促進⽀援（2.0万円/10a×５年間）

⾼収益作物※の新たな導⼊⾯積に応じて⽀援（②とセット）
② ⾼収益作物畑地化⽀援（10.5万円/10a・１回限り）

⾼収益作物による畑地化の取組を⽀援
③ ⼦実⽤とうもろこし⽀援（1.0万円/10a）

⼦実⽤とうもろこしの作付⾯積に応じて⽀援
３．⽣産基盤の整備
① 基盤整備事業において、「推進計画」に位置付けられた地区を優先採択・優先
配分します。

② 畑地化・汎⽤化を促進するため、⾼収益作物の作付⾯積割合が５割以上の場
合に、受益⾯積要件を現⾏の20haから５haまで緩和し、農業者の費⽤負担分
を⽀援する仕組みを導⼊します。

４．技術・機械等の導⼊⽀援
① 園芸作物の本格的な導⼊に必要となる取組（栽培技術の実証、収穫機などの
機械のリース導⼊等や、産地基幹施設（貯蔵施設など）の整備）を⽀援します。

② ⽔⽥の畑・樹園地転換を通じて、省⼒技術・作業機械等を⾯的に導⼊し、
労働⽣産性を抜本的に⾼めたモデル産地を形成する取組を⽀援します。

③ ⼦実⽤とうもろこしの⽣産利⽤体系の構築に向けた実証の取組を⽀援します。

※⾼収益作物︓園芸作物等

⽔⽥農業⾼収益化推進計画（都道府県）
○ 都道府県・産地段階の推進体制・役割（国と同様のプロジェクトチームを構築）
○ 都道府県・産地ごとの推進品⽬の導⼊⽬標や⽬標達成に向けた取組
・栽培技術の習得や農地の条件整備に向けた取組
・活⽤予定の国の⽀援策や実施地区
・基盤整備事業等を活⽤している場合は、当該事業の「事業計画」とのリンク
等

承認・⽀援

１．計画策定に向けた⽀援
○︓時代を拓く園芸産地づくり⽀援事業のうち⽔⽥農業⾼収益作物導⼊推進事業（11億円の内数）
○︓畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業のうち国産濃厚飼料⽣産利⽤推進（９億円の内数）

⽀援

［お問い合わせ先］ ⽣産局園芸作物課 （03-6744-2113）（１・４の事業）
飼料課 （03-3502-5993）（１・４の事業）

政策統括官付穀物課※ （03-3597-0191）（２の事業）
農村振興局設計課 （03-3502-8695）（３の事業）

※プロジェクトチームの窓⼝を担当

⽔⽥農業⾼収益化推進プロジェクトチーム（国）
２．経営転換のインセンティブ付与

○︓⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦のうち⽔⽥農業⾼収益化推進助成（3,050億円の内数）

３．⽣産基盤の整備
①︓農業競争⼒強化基盤整備事業（1,291億円の内数）、農地耕作条件改善事業（250億円） 等
②︓⽔利施設等保全⾼度化事業（1,291億円の内数）

策定・提出

４．技術・機械等の導⼊⽀援
①︓時代を拓く園芸産地づくり⽀援事業（11億円）

強い農業・担い⼿づくり総合⽀援交付⾦等（優先枠︓230億円の内数）
②︓果樹農業⽣産⼒増強総合対策のうち未来型果樹農業等推進条件整備（57億円の内数）

農地耕作条件改善事業のうち未来型産地形成推進条件整備型（250億円の内数）
③︓畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業のうち国産濃厚飼料⽣産利⽤推進（９億円の内数）

「推進計画」に位置付けられた
取組を優先採択

⽀援後も計画の
実現をフォローアップ

「推進計画」に位置付けられた取組を優先採択・配分

1
7

水田農業の高収益化の推進
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
農業⽔利施設の整備・更新

かんがい排⽔事業は、農業⽣産の基礎となる⽔利条件を整備（農業⽤⽔の
確保、農業⽤⽔の適期・適量供給、排⽔改良）し、⽔利⽤の安定と合理化を
図るものです。国営かんがい排⽔事業においては、基幹的な農業⽔利施設の整
備・更新を⾏っています。
⽼朽化・機能向上対策と豪⾬災害対策を⼀体的に実施する「豪⾬災害対策
⼀体型かんがい排⽔事業」を創設します。

１．⼀般型
地域に適した⽔利・排⽔システムの確⽴のために⾏う農業⽤⽤排⽔施設の新
設または再編整備

【実施要件】受益⾯積3,000ha以上、末端⽀配⾯積500ha以上 等

２．特別型
・⾼収益作物の導⼊・転換に必要な畑地化・汎⽤化を⾏うための整備
・担い⼿への農地集積を⽬的とした⽔利システムの再編を⾏うための整備
・不測の事態に対する応急対策及び施設機能の保全を⾏うための整備
・⽼朽化等による機能低下が⾒られる施設の集約・再編を伴う整備

【実施要件】受益⾯積500ha以上、末端⽀配⾯積500ha以上 等

＜事業実施主体＞
国

国営かんがい排⽔事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
農業⽣産の基礎となるダム、頭⾸⼯、⽤排⽔機場、幹線⽤排⽔路等の農業⽤⽤排⽔施設の整備を⾏い、農業⽤⽔の確保・安定供給と農地の排⽔改良を
図ります。
＜政策⽬標＞
○機能保全計画に基づく適時適切な更新等を通じ、安定的な⽤⽔供給と良好な排⽔条件を確保
○施設機能が安定している基幹的農業⽔利施設の割合 約５割以上［令和２年度まで］

［お問い合わせ先］農村振興局⽔資源課（03－6744－2206）

農業用ダム
河川をせき止め、用水を貯留・
調整する施設

排水機場
河川や海面より低いほ場の水を
汲み上げ、安全に地区外へ排水
する施設

頭首工
取水堰と取水口等から構成され、
河川から農業用水を安定的に取
水する施設

排水路 用水路（水管橋）

（国費率︓農林⽔産省 2/3、北海道・離島 75％、沖縄・奄美 90％ 等）

畑地かんがい
国営末端支配面積 100ha
都道府県末端支配面積 20ha

水田かんがい
国営末端支配面積 500ha
都道府県末端支配面積 100ha

国営受益地

都道府県営受益地

水田排水
国営末端支配面積 500ha
都道府県末端支配面積 100ha

国営かん排事業で実施する部分

都道府県営かん排事業で実施する部分

団体営かん排事業で実施する部分

【令和２年度予算概算決定額 108,274 （ 110,530 ）百万円】
〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度予算概算決定額 110,143 百万円〕（令和元年度補正予算額 19,115百万円）

※下線部は拡充内容

1
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○ 近年では、日降水量100mm以上の年間日数が増加傾向にあり、豪雨となる頻度が増加傾向。
○ 農業水利施設の整備に当たり、近年多発する豪雨に対応するため、計画基準降雨の見直しに合わせた排水能
力の強化を図ることにより、農業生産性の維持・向上と地域の防災・減災力の向上を一体的に推進。

○内容
・農業用水の確保や安定供給、農地からの排水を行うための農業用用排
水施設の新設又は変更（老朽化対策や機能向上対策等）

○対象施設
・国営土地改良事業等により造成され、老朽化等による機能低下がみられる
基幹的な農業水利施設

○内容
・近年の豪雨災害の発生に対応するための農業用用排水施設の新設又は変
更（防災・減災対策等）

○対象施設
・豪雨による被害の発生により、最大で1/30年確率降雨までの整備水準が必
要な排水機場、排水路等の基幹的な農業水利施設

老老朽朽化化･･機機能能向向上上対対策策

老老朽朽化化･･機機能能向向上上対対策策とと豪豪雨雨対対策策をを予予算算・・事事業業計計画画のの面面かからら一一体体的的にに実実施施

国国営営かかんんががいい排排水水事事業業（（拡拡充充））
～豪雨災害対策一体型かんがい排水事業の追加～

豪豪雨雨対対策策（（豪豪雨雨災災害害対対策策一一体体型型かかんんががいい排排水水事事業業））

水路の補修状況 水路の補修後の状況 排水機場の整備排水路の拡幅

頭首工

用水路

豪雨災害対策
・排水機場
・排水路

老朽化対策
・頭首工
・用水路 等

一定地域

P
排水受益1
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国営かんがい排水事業【公共】
（20）土地改良だより



＜対策のポイント＞
広域的な農地の⼤区画化や排⽔改良を⾏い、担い⼿への農地の集積・集約化を加速するとともに、⾃動⾛⾏農機等に対応した基盤整備を進め、併せて耕
作放棄地の解消・未然防⽌を図ることで、⽣産コスト低減や⾼収益作物への転換等による産地収益⼒の向上を図ります。
＜事業⽬標＞
担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進［令和5年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．国営緊急農地再編整備事業
○施⾏申請期限︓令和3年度末まで
○基幹事業 ︓区画整理
○併せ⾏う事業︓農業⽤⽤排⽔施設整備、ため池等整備、農地保全整

備、暗きょ排⽔、客⼟、農⽤地の改良⼜は保全
【採択要件】
○耕作放棄地及び耕作放棄のおそれがある農地が⼀定割合(10％)以上
○⽬標年度までに⼀定の農地集積条件を満たすこと
○広域産地収益⼒向上基盤整備基本構想を策定すること 等
２．国営農地再編整備事業（中⼭間地域型）
○基幹事業︓区画整理、開畑、ため池等整備、農地保全整備
○併せ⾏う事業︓農業⽤⽤排⽔施設整備
【採択要件】
○中⼭間地域等であること 等
３．国営農地再編整備事業（次世代農業促進型）
○基幹事業︓区画整理
○併せ⾏う事業︓農業⽤⽤排⽔施設整備、ため池等整備、農地保全整

備、暗きょ排⽔、客⼟、農⽤地の改良⼜は保全
【採択要件】 ※下線部は拡充内容
○次世代農業農村振興計画を策定すること
○⽬標年度までに⼀定の農地集積条件を満たすこと
○⽬標年度までに⾼収益作物の作付⾯積割合⼜は地域の販売額が⼀定
割合以上増加すること 等

＜事業の実施主体＞
国（国費率︓内地2/3、北海道75%）

【令和2年度予算概算決定額 35,127（28,857）百万円】
（令和元年度補正予算額 21,361百万円）

国営農地再編整備事業＜公共＞

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03－6744－2207）

⼩区画で
分散した農地

改修が必要な⽔路・農道

不整形な農地

事業実施前

点在する耕作放棄地

事業実施後

整備された⽤排⽔路・農道

耕作放棄地の解消

農地の⼤区画化

たまねぎの⽣産拡⼤

⽶の直播栽培技術

○⾃動⾛⾏農機等に対応した農地の⼤区画化等に
合わせ、直播栽培や⾃動⾛⾏農機等の省⼒化技
術の導⼊を促進し、⽣産コストを低減

○地下かんがいシステムの導⼊等により、⾼収益作物
への転換を促進

産地収益⼒の向上等農地の⼤区画化・排⽔改良等

地下かんがいシステムの導⼊※
※ほ場の排⽔整備である、暗渠排⽔と暗渠管を利⽤した地
下からの給⽔（地下かんがい）を両⽴させたシステム

○農地の⼤区画化や排⽔改良（地下か
んがいシステムの導⼊等）を実施

農地の⼤区画化・排⽔改良
担い⼿への農地集積

キャベツの⽣産拡⼤

基地局

誤差補正情報

位置情報

GNSS
（衛星測位システム）

衛星測位データを基地局で補正するこ
とにより、⾼精度の⾃動⾛⾏が可能。

2
0

（事業内容）
基幹事業 区画整理
併せ⾏う事業 農業⽤⽤排⽔施設、ため池等整備、

農地保全整備、暗きょ排⽔、客⼟、
農⽤地の改良⼜は保全

国 営 農 地 再 編 整 備 事 業（次世代農業促進型）（ 拡 充 ）

国

２．実施要件
・受益⾯積400ha以上等
・⽬標年度までに、担い⼿への農地集積率が60%以上となり、かつ40%以上増加すること、⼜は、農地集積率が80%以上となり、かつ集積対象
となる経営体の規模が平均20ha以上となること
・関係市町村が次世代農業農村振興計画を策定すること
（次世代農業農村振興計画においては、スマート農業の導⼊⽅針、産地収益⼒の向上、事業を核とした地域振興の取組などの⽬標を記載）
・⾼収益作物の作付⾯積割合が10%ポイント以上増加、⼜は、6次産業化等も含めた地域の販売額が20%ポイント以上増加すること

○ 農業従事者の⾼齢化や後継者不⾜、農村地域の⼈⼝減少の進⾏など農村地域の構造が⼤きく変わる中、⼤規模な農業地域にお
いて、集中的に農地の集積・集約、⼤区画化を進めるとともに、⾃動⾛⾏農機の導⼊を可能とする先導的な整備を⾏うことで、農業⽣
産の⾶躍的な省⼒化を推し進める。

○ 加えて、⾼収益作物の作付拡⼤や６次産業化等の農業の成⻑産業化による地域全体の所得向上と活性化を進める全国モデルを
構築する。
１．事業内容

○農地の⼤区画化や排⽔改良とともに
⾃動⾛⾏農機の運⽤に適した基盤
整備を実施

農産物直売所

農業⽣産の⾶躍的な省⼒化 ⾼収益作物の導⼊や６次産業化による
所得の向上

（事業実施による効果のイメージ）

３．実施主体

キャベツの作付

⽤⽔路
（埋設管）排⽔路

（埋設管）

農機の旋回を容易にし、作業効率が
向上するターン農道の設置

営農作業上の障害を除去する⽤
排⽔路の管路化

整備前

整備後

⼟
地
利
⽤
型
農
業
の
省
⼒
化
と
と
も
に

⾼
収
益
作
物
の
拡
⼤
等
に
労
働
⼒
を
再
配
置

○⾼収益作物の導⼊

○⽶の⾼付加価値化、海外輸出

○６次産業化、農商⼯連携の推進

イチゴの作付

農家レストラン

2
1

国営農地再編整備事業【公共】
土地改良だより （21）  



国営総合農地防災事業【公共】

● 国営総合農地防災事業の拡充

＜対策のポイント＞
⾃然的・社会的な状況の変化に起因した農地・農業⽤⽤排⽔施設の機能低下や災害発⽣のおそれが⽣じている地域において、農業⽤⽤排⽔施設等を整
備し、施設の機能回復や災害の未然防⽌を図ります。

＜政策⽬標＞
湛⽔被害等が防⽌される農地及び周辺地域の⾯積約34万ha（うち農地⾯積約28万ha）［令和２年度まで］

国営総合農地防災事業＜公共＞ 【令和２年度予算概算決定額 22,579（25,190）百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農業⽤⽤排⽔施設の機能回復

湛⽔被害や⽔質汚濁、地盤沈下による障害等に対応し、施設
の機能回復や災害の未然防⽌を図るため、ダム、頭⾸⼯、幹線⽤
排⽔路、排⽔機場等の整備を⾏います。

２．農業⽤⽤排⽔施設の耐震化対策
⼤規模地震のおそれのある地域において、必要な耐震性能を有
していない農業⽤⽤排⽔施設の耐震化対策を実施します（農業
者の申請によらず国の判断でも実施可能）。

３．農業⽤⽤排⽔施設の豪⾬災害対策
豪⾬による被害が発⽣した地域において、計画基準降⾬の⾒直
しを⾏い、必要な排⽔能⼒を有しない排⽔機場、排⽔路等の機
能向上を⾏います。

【採択基準】
① 受益⾯積（基本） 3,000ha以上
（国営造成施設の耐震化対策の場合 500ha以上）
② 末端⽀配⾯積（基本） 300ha以上

［お問い合わせ先］農村振興局防災課（03-3502-6430）

＜事業実施主体＞
国（国費率︓内地２／３、北海道３／４）

農地機能保全
泥炭⼟に起因した農地の排⽔
不良解消のため、排⽔路や暗

渠等の整備 暗渠排⽔による
排⽔不良解消

地盤沈下対策
地盤沈下による流下能⼒低下に
対処するため、⽔路や排⽔機場

等の機能回復 地盤沈下による
変形を改修

湛⽔防除
流域開発等による洪⽔流量増
加に対処するため、排⽔路や遊

⽔池を整備

洪⽔時排⽔を⼀時貯留

⽔質障害対策
⽤・排⽔路の分離等により
良質の農業⽤⽔を確保

⽤排⽔の分離

⼤規模地震対策
被災による影響が⼤きい施設に
対して耐震化対策を実施

橋脚部の部材厚増加

ため池群補修
ため池決壊による災害を未然に防
⽌するため、ため池の補強、改修

ため池の改修

豪⾬災害対策
豪⾬被害を契機とした、確率降
⾬の⾒直しに合わせた排⽔機能

の向上

排⽔機場の増強

農業⽤河川⼯作物改修
頭⾸⼯等の河川⼯作物

の補修
頭⾸⼯の改修

※下線部は拡充内容

〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度予算概算決定額 23,405百万円〕（令和元年度補正予算額 4,452百万円）
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国営総合農地防災事業の拡充
○ 近年、局所的かつ短時間に多量の降⾬、いわゆるゲリラ豪⾬の発⽣頻度が増加していること、100ミリ以上の⽇降⾬量の発⽣⽇数が増加してい
ること、線状降⽔帯により、強度の降⽔が発⽣する可能性が全国に広がっていること等により、既設の農業排⽔施設の能⼒不⾜による湛⽔被害が
発⽣している。

○ このため、国営総合農地防災事業において、①豪⾬災害対策型の創設、②重要度・緊急性を考慮した末端要件の緩和、③北海道における地
盤沈下、流域開発対策（⼀般型）の適⽤により豪⾬災害への対策を強化する。

国営総合農地防災事業の制度拡充

＜事業内容＞
気候変動等の影響により激甚化する豪⾬を他動的要因として位置付
け、豪⾬による被害が発⽣した地域において、計画基準降⾬の⾒直し
を⾏い、必要な排⽔能⼒を有しない農業⽔利施設の機能向上を⾏う。

＜実施要件＞
○受益⾯積がおおむね3,000ha以上
○総事業費がおおむね100億円以上
○末端⽀配⾯積がおおむね300ha以上
○おおむね過去10年間に想定を上回る豪⾬による農地、農作物⼜は
農業⽤施設に関する被害が農業所得額の10%を超過した地域であ
ること

①豪⾬災害対策型の創設

③北海道における⼀般型の適⽤

＜⼀般型と豪⾬災害対策型の違い＞

＜拡充内容＞
施設周辺に主要道路や鉄道、⼈家等があり、⼈命・財産等への影響が⼤きいも
のなど重要度が⾼く、緊急的に改修等の整備を要する国営造成施設を対象に、末
端要件の緩和を⾏う。

＜末端要件＞

②重要度・緊急性を考慮した末端要件の緩和

（現⾏） （拡充後）
・基幹⽔利施設のうち、重要度・緊急性
の⾼い国営造成施設 100ha以上

300ha以上・上記以外
・300ha以上

＜拡充内容＞
近年、北海道においても地盤沈下や流域開発等の他動的要因による農業⽔利
施設の機能低下が⽣じていることから、施設の機能回復と災害の未然防⽌を図る
ため、本事業の⼀般型（地盤沈下、流域開発等対策）の実施を可能とする。

＜実施要件＞
○受益⾯積がおおむね1,000ha以上
○総事業費がおおむね100億円以上
○末端⽀配⾯積がおおむね300ha以上

※国営かんがい排⽔事業では措置済み2
3
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防災情報ネットワーク事業【公共】

農業競争⼒強化基盤整備事業【公共】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．国営造成⼟地改良施設防災情報ネットワークの整備等

国営造成⼟地改良施設の観測情報、気象情報等の防災情
報の迅速な収集、伝達、蓄積及び分析整理を⾏うために必要
な防災情報ネットワーク設備の整備、保守運⽤を⾏います。
① データ転送設備の整備
② Webカメラの整備

２．ため池防災⽀援システムの保守運⽤
国、県、市町村及びため池管理者等の関係者が、災害時に

ため池の被災情報を迅速に共有し、国による的確な⽀援や
緊急時の効率的な点検の実施等に必要な「ため池防災⽀援
システム」の保守運⽤を⾏います。

〈事業実施主体（国費率）〉
国（100％）

情
報
の

収
集
・
管
理

防災情報ネットワーク事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
迅速かつ的確な防災情報の収集や災害対応等を⾏うため、国営造成⼟地改良施設防災情報ネットワークの整備とため池防災⽀援システムの保守運⽤を

⾏います。

＜政策⽬標＞
湛⽔被害等が防⽌される農地及び周辺地域の⾯積約34万ha（うち農地⾯積約28万ha） [令和２年度まで] 

［お問い合わせ先］農村振興局防災課（03-6744-2210）

【令和２年度予算概算決定額 955（896）百万円】
〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度概算決定額 20,043百万円〕 （令和元年度補正予算額 1,028百万円）

ため池防災⽀援システム

・他機関からの情報の活⽤

・ため池情報の収集・管理
ため池データベース

豪⾬・地震情報
道路、⼟砂災害などの情報

・緊急点検ため池の抽出

・ため池の被害情報の収集

・地震、豪⾬時の決壊予測

・⾃治体、他機関への情報提供

・ため池の点検、応急対策

避難勧告、⽀援対策の実施

点検、応急対策状況の共有

観測機器からの情報 決壊予測

ため池の点検 応急対策

情
報
提
供

災
害
対
応

※下線部は拡充内容

災
害
発
⽣
時

気象情報ため池の位置情報

2
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＜対策のポイント＞
農業競争⼒強化を図るため、農地の⼤区画化や汎⽤化、農業⽔利施設の⻑寿命化やパイプライン化・ICT化等の整備を⾏い、農地中間管理機構による

担い⼿への農地集積・集約化や農業の⾼付加価値化、⾼収益作物の導⼊、⽔利⽤の効率化・⽔管理の省⼒化等を推進します。

＜政策⽬標＞
○ 担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進 ［令和５年度まで］
○ 基盤整備完了区域（⽔⽥）における作付⾯積（主⾷⽤⽶を除く）に占める⾼収益作物の割合 (約２割［平成27年度］→ 約３割以上[令和２年度])

農業競争⼒強化基盤整備事業＜公共＞ 【令和２年度予算概算決定額 71,628 （78,809）百万円】

＜ 事 業 の 全 体 像 ＞

○ 農地中間管理機構による担い⼿への農地集積・集約化に取り組む地区、農業の⾼付加価値化に取り組む地区等を対象として、農地の整備等を実施します。

○ 農地中間管理機構が借り⼊れている農地について、農業者の申請・同意・費⽤負担によらず、都道府県が農地の⼤区画化等の基盤整備を実施します。

○ 農業の⾼付加価値化や担い⼿への農地集積・集約化、⽔管理労⼒の省⼒化に取り組む地区を対象として、農業⽔利施設の整備等を実施します。

① 農地整備事業
② 草地畜産基盤整備事業
③ 農業基盤整備促進事業

[お問い合わせ先]

① ⼀般型
② 特別型
③ 簡易整備型
④ 実施計画策定事業

︓⽣産基盤及び営農環境の整備と経営体の育成を⼀体的に⽀援します。
︓草地の基盤整備を⽀援します。
︓地域の実情に応じたきめ細やかな基盤整備を⽀援します。

︓基幹⽔利施設の整備や補修・補強等の⻑寿命化対策を⽀援します。
︓⾼収益作物の導⼊・定着や農地集積・集約化等を推進するため、畑地化・汎⽤化や畑地・樹園地の⾼機能化に向けた整備を⽀援します。
︓⽔管理・維持管理の省⼒化を図る簡易な農業⽔利施設の新設等を⽀援します。
︓施設を効率的に活⽤するための調査・計画策定等を⽀援します。

１．農業競争⼒強化農地整備事業

２．農地中間管理機構関連農地整備事業

３．⽔利施設等保全⾼度化事業

（１、２の事業）農村振興局農地資源課（03-6744-2208）
（３の事業） 農村振興局⽔資源課 （03-3502-6246）

〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度予算概算決定額 80,819百万円〕 （令和元年度補正予算額74,901百万円）
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＜対策のポイント＞
農地中間管理機構による担い⼿への農地集積・集約化や、農業の⾼付加価値化に取り組む地区等を対象として、農地の整備等を実施します。

＜政策⽬標＞
○ 担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進 ［令和５年度まで］
○ 基盤整備完了区域（⽔⽥）における作付⾯積（主⾷⽤⽶を除く）に占める⾼収益作物の割合(約２割［平成27年度］→ 約３割以上[令和２年度])

[お問い合わせ先] 農村振興局農地資源課（03-6744-2208）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

１．農地整備事業
農業の競争⼒強化に向けて効率的かつ安定的な農業経営を確保するため、地域

農業の展開⽅向、⽣産基盤の状況等を踏まえつつ、必要な⽣産基盤及び営農環
境の整備と経営体の育成を⼀体的に⽀援します。

２．草地畜産基盤整備事業
飼料⽣産基盤に⽴脚した⼒強い畜産経営の実現を図るため、畜産経営規模の拡

⼤や畜産主産地の形成に必要となる草地の基盤整備等を⽀援します。

３．農業基盤整備促進事業
農地の畦畔除去等による区画拡⼤、暗渠排⽔等の地域の実情に応じたきめ細や

かなほ場整備を⽀援します。

（事業前）⼩規模で不整形な農地 （事業後）⼤区画化・整形した農地

＜事業の流れ＞
国 都道府県

1/2 等

※農地整備事業の場合

地域全体の⼀体的な農地整備によって、労働・⼟地⽣産性が向上し、併せて担い⼿へ
の農地集積や⾼収益作物の導⼊を図ることで、競争⼒ある農業の実現に寄与します。

⽔稲 暗渠の整備により⽔⽥の汎⽤性
の向上を図り、収益性の⾼い作
物の作付を可能にします。
（写真は収穫中のタマネギ）

農業競争⼒強化基盤整備事業のうち
農業競争⼒強化農地整備事業＜公共＞

〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度予算概算決定額 80,819百万円の内数〕 （令和元年度補正予算額 74,901百万円の内数）
【令和２年度予算概算決定額 71,628 （78,809）百万円の内数】
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２．実施主体

農 地 整 備 事 業

１．事業内容

○ 我が国農業の競争力を強化するためには、担い手への農地集積・集約化や農業の高付加価値化等
を推進することにより、農業の構造改革を図ることが不可欠。

○ 大区画化・汎用化等の農地整備については、農地中間管理機構とも連携して推進。

②②実実施施計計画画策策定定等等

工 種：計画策定 等

【実施期間：２年以内】

①①農農地地整整備備

都道府県 等

３．実施要件

・受益面積20ha以上（中山間地域等においては10ha以上）
・担い手への農地集積率50％以上 等

・事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区
・対象事業：都道府県営農地整備事業、国営農地再編整備事業
・助成割合

※中心経営体に集積する農地面積の80％以上を集約化（面的集積）する場合

中心経営体
集積率

都道府県営農地整備事業 国営農地再編整備事業

助成割合 集約化加算※ 助成割合 集約化加算※

85％以上 8.5％ ＋4.0％（計12.5％） 2.2％ ＋1.0％（計3.2％）

75～85％ 7.5％ ＋3.0％（計10.5％） 1.9％ ＋0.8％（計2.7％）

65～75％ 6.5％ ＋2.0％（計8.5％） 1.7％ ＋0.5％（計2.2％）

55～65％ 5.5％ ＋1.0％（計6.5％） 1.4％ ＋0.3％（計1.7％）

工 種：区画整理、暗渠排水、土層改良、

農業用用排水施設整備 等

附帯事業：中心経営体農地集積促進事業 等

【限度額：事業費の12.5％】

農農地地整整備備事事業業

効率的かつ安定的な農業経営を確保するた

め、地域農業の展開方向、生産基盤の状況等

を勘案し、必要な生産基盤及び営農環境の整

備と経営体の育成・支援を一体的に実施

中中心心経経営営体体農農地地集集積積促促進進事事業業（（促促進進費費））

暗渠排水整備により水田の汎用性が向上

タマネギ水稲

大区画化により農作業効率が向上

＜整備前＞

＜整備後＞

補 助 率：１／２ 等

2
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農業競争力強化基盤整備事業のうち
● 農業競争力強化農地整備事業

（24）土地改良だより



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農地ତ૟事業
○ 対象⼯ர︓ય઺ତ৶、農⽤地ୗਛ
○ ဟఝ事業︓機構集積推進事業

（推進ાとして事業ાの�2��٫等を৸額বાで交付）

※ ૡ⽤防⽌措置︓所થ者が農地中間管理ਥを解௾したৃ合等には
特別ඉ収⾦をඉ収 等

２．実施ੑ઺等策定事業
○ 農地整備事業のৰ施に૑要な実施ੑ઺やఌ地ੑ઺の策定のための

৹ਪ・৹整等を⽀援します。

農業଼ଥ⼒強化੦ೕତ૟事業の岰峋
農地中間ଵ৶ਃଡঢ়৴農地ତ૟事業＜公共＞

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03-6���-2208）

＜対策のポイント＞
農地中間管理機構への೵出しがੜ加する中で、担い⼿は整備されていない農地を೙りਭけず、農地の出し⼿は基盤整備を⾏う⽤意がないため、担い⼿への

農地集積が進まないお峇れがあり、このため、ਃଡ岶೙りোれている農地で、農業者のணட・৊ਔ・ા⽤଀૿によ峳峄、੃੊ਿ਩岶ষ岰੦ೕତ૟を⽀援し峨峃。

＜政策⽬標＞
担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積のڴસとなるよう農地集積を推進［ഥਮ5ফ২まで］

＜事業の流れ＞
国 都道府県

1�2 等

＜実施ਏ੯＞
○ 事業対象農地の৸てに峎いて、農地中間ଵ৶ਥ岶設定
○ 事業対象農地⾯積︓�0KDਰ঱（中⼭間地域峙ڱKDਰ঱）

（事業対象農地を構ਛする૚੮地︓１KDਰ঱（中⼭間地域峙0��KDਰ঱）
の峨と峨りのある農地）

○ 農地中間ଵ৶ਥの設定਋間が、事業ੑ઺の公ઔ঩か峳��年間ਰ঱
○ 事業対象農地のڴસਰ঱を事業౥വ後ڱ年ਰ内に૿いুにૐ੮化
○ 事業ৰ施地域のઽஇਙが事業౥വ後ڱ年ਰ内（ટ౴等峙�0年ਰ内）

に20٫ਰ঱向঱ 等

※農地整備事業のৃ合

（施⼯৐） （施⼯後）

SٔTٔUٔV
DٔEٔFٔG担い⼿への集੮化૨︓

D ع G︓事業対象農地を構ਛする੮地の⾯積
S ع V︓担い⼿が࿊作する、まとまりのある農地⾯積

（上図 着⾊部）

D੮地

E੮地
F੮地

G੮地

（担い⼿が࿊作する
まとまりのある農地︓S）

（T）
（U）

（V）

事業ৰ施෇೧
農地の合計⾯積 ਴ৃ︓10KDਰ上

中⼭間等︓5KDਰ上

૚੮地の農地
਴ৃ︓1KDਰ上
中⼭間等︓0.5KDਰ上

機構が೙りਭけている、まとまりのある農地を対象にય画整理等をৰ施。
（機構をৢ峂て、担い⼿は利⽤しやすい農地をশ਋・਍定的に೙りਭけることが૭能。）

＜農地એ஋・ૐ੮化のઅ岲্＞

【令和2年度予算概算決定額 ��,�2�（��,�0�）百万円の内ਯ】

のまとまりのある農地

岩岣ಏৎ・特શのೈ઼岤をஅ峪令和２年度予算概算決定額 �0,���百万円の内ਯ岪 （令和੪年度ଓਫ予算額 �4,�0�百万円の内ਯ）
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事業ரథ ૖੯ ஃਛ単੼
【਌なもの】 備અ

⽥�ഒ�の
ય画拡⼤

⾼଩୷10FPத
਀ଅඞいથ

12ਐڱ૸円�10D
（25ਐ円�10D）

（ ）は⽔路૗ಌ（管⽔
路化等）をൣうৃ合⾼଩୷10FPਰ下

਀ଅඞい૮
૸円�10Dڱਐڱ

�1�ਐڱ૸円�10D�

኶ᄪ௾ுの峩 ਐ円�100Pگ

พᒳൾ⽔

バッ崗嵃崎 15ਐ円�10D ஃਛ単੼の加઴
○地下か峽がい導⼊

૸円�10Dڱਐڮٔ
○ৰ施設計�ਗି�

૸円�10Dڱਐڭٔ

崰嵔ン崩嵋 10ਐ円�10D

໧చ同ৎඇ設 ૸円�10Dڱਐڳ

ᅞ⽔૪理 バッ崗嵃崎 15ਐ円�100P

ଜഈ
ഒか峽施設

15ਐڱ૸円�10D
�2�ਐڱ૸円�10D� （ ）は౴ୱ地のৃ合

௢ଅ ಽௐ10FPਰ上 11ਐڱ૸円�10D

௾᱁ 深২30FPਰ上 20ਐ円�10D

農 業 基 盤 整 備 ̟ 進 事 業

ᾀώʙ業ϋܾ

䐟䛝䜑⣽䛛䛺ᇶ┙ᩚഛ䠄ᐃ⋡ຓᡂ䠅 ⋈ତ૟ੋ峩農地のලಔなତ૟（定額ஃਛ）

พᒳൾ⽔

ય画拡⼤৐

኶ᄪ௾ு

ય画拡⼤後

ὀ䠅 ୰ᚰ⤒Ⴀయ䛻㞟⣙໬䠄㠃ⓗ㞟✚䠅䛩䜛㎰ᆅ䛻䛴䛔䛶䛿䚸ຓᡂ༢౯䜢䠎๭ຍ⟬

○ ೑が国農業の଼ଥ⼒を強化するためには、農地の⼤ય画化・ሑ⽤化等の基盤整備により、担い⼿への農地集積・集৺化や農業の
⾼付加੼க化等を図ることが重要。

○ 峇の੠、ใにય画が整備されている農地の኶ᄪ௾ு等によるય画拡⼤、พᒳൾ⽔、௢ଅ、௾᱁等のලಔな整備に峎いては、農業
者のঽ⼒施⼯を活⽤し、਍੼か峎ဌ速にৰ施することがથ効。

○ このため、農地中間管理機構とも連携し峎峎、地域のৰੲにૢ峂たきめ಍かな農地の整備等を推進。

࣭ᇶ┙ᩚഛ
พᒳൾ⽔、ଅಽ੝良、ય画整理、農
作業道、農業⽤⽤ൾ⽔施設、農⽤地
の保全

ਥ利関係、農家意向、農地集積、基
盤整備等に関する৹ਪ・৹整࣭ㄪᰝㄪᩚ

࣭⿵ຓ⋡㸸��㸣 ➼

࣭㒔㐨ᗓ┴ ࣭ᕷ⏫ᮧ ࣭ᅵᆅᨵⰋ༊ࠊ㎰ᴗ༠ྠ⤌ྜࠊ㎰ᆅ୰㛫⟶⌮ᶵᵓ ➼

ᾁώܱ଀ᙲ件

３ώܱ଀ɼ˳

ձ ㎰ᴗ➇தຊᙉ໬࠺⾜ࢆ⤌ྲྀࡓࡅྥ࡟ᆅᇦ

ղ ⥲஦ᴗ㈝���୓෇௨ୖ

ճ ཷ┈⪅ᩘ㸰⪅௨ୖ

մ ཷ┈㠃✚㸳KD௨ୖ

䈜 ຓᡂ༢౯䛿⌧ሙ᮲௳➼䛻ᛂ䛨䛯ᶆ‽ⓗ䛺ᕤ஦㈝䛾䠍䠋䠎┦ᙜ

䈜

指導・ஃ੉活動、施⼯ৰଙのཔ඼、
ਗ部૰ਪ 等࣭ᣦ ᑟ
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農業競争力強化基盤整備事業のうち
˔ 農஍தؒ؅ཧؔߏػ࿈農஍整備ࣄ業

土地改良だより （��）  



＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．⼀般型
基幹⽔利施設の整備や補修・補強等の⻑寿命化対策を⽀援します。
【実施要件】受益⾯積200ha以上、末端⽀配⾯積100ha以上 等
・施設の集約・再編による農業⽔利ストックの適正化を図る場合は受益⾯積100ha以上

２．特別型
①⾼収益作物を導⼊した営農体系への転換に必要な畑地化・汎⽤化、
②農地集積・集約化に資するパイプライン化やICT化による⽔管理の省⼒化、
③畑地帯における総合的な整備、等を⽀援します。
【実施要件】受益⾯積20ha（中⼭間地域等 10ha）以上、

①のうち⾼収益作物転換型は受益⾯積５ha以上 等
※主な附帯事業
・関係農家の意向調査や、⽔利⽤・⼟地利⽤・作付調整活動等を⽀援
・⾼収益作物の作付⾯積割合が５割以上の場合、農業者の費⽤負担分を⽀援
・中⼼経営体への農地集積率、集約化率に応じて促進費（事業費の最⼤12.5％）を交付

３．簡易整備型
⽔管理・維持管理の省⼒化を図る簡易な農業⽔利施設の新設等を⽀援します。
【実施要件】受益⾯積５ha以上、総事業費200万円以上等

４．実施計画策定事業
施設を効率的に活⽤するための調査・計画策定等を⽀援します。
⽔利⽤調整の⽀援（R3まで）、 機能保全計画の策定（R2まで）、資産評価
データ整備（採択期間R2まで）

農業競争⼒強化基盤整備事業のうち
⽔利施設等保全⾼度化事業＜公共＞

［お問い合わせ先］農村振興局⽔資源課 （03-3502-6246）

＜事業の流れ＞

＜整備できる主な施設・内容＞

農業者が携帯端末により
給排水量を遠隔操作

幹幹線線用用水水路路

自自動動給給水水栓栓

頭頭首首工工

畑畑地地
かかんんががいい施施設設

排排水水路路

暗暗渠渠排排水水

農農道道整整備備

区区画画整整理理

排排水水機機場場

土土層層改改良良

揚揚水水機機場場 フファァーームムポポンンドド

ゲゲーートトのの自自動動化化

パパイイププラライインン

※下線部は拡充内容

＜対策のポイント＞
農業⽔利施設の効率的な整備や⻑寿命化対策に加え、畑地化・汎⽤化やパイプライン化・ICT化等による畑地・樹園地の⾼機能化や⽔利⽤の効率化・⽔
管理の省⼒化を図ることで、農業の⾼付加価値化や⾼収益作物の導⼊・定着、担い⼿への農地集積・集約化等を推進します。
＜政策⽬標＞
○ 担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進[令和５年度まで]
○ 基盤整備完了区域（⽔⽥）における作付⾯積（主⾷⽤⽶を除く）に占める⾼収益作物の割合（約２割[平成27年度] →約３割以上[令和２年度まで]）

国
市町村 等都道府県

都道府県
1/2、定額 等

1/2、定額 等

【令和２年度予算概算決定額 71,628（78,809）百万円の内数】
〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度予算概算決定額 80,819 百万円の内数〕（令和元年度補正予算額 74,901百万円の内数）
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実施要件

水水利利施施設設等等保保全全高高度度化化事事業業（（拡拡充充①①））～～水水利利施施設設集集約約再再編編型型～～

事業実施主体

都道府県
（１） 受益面積 100ha以上
（２） 施設計画において、単独で更新する場合と集約・再編を行う場合における総費用を比較し、集約・再編を

行う場合の方が、地区全体で施設の更新等に要する総費用が低減されること。

 現行制度において地区の一部の施設の補修・更新を行う場合
には、単純更新のみが可能。

 農業水利施設の補修・更新に併せて、施設規模の変更を可能とし、
農農業業水水利利スストトッッククをを適適正正化化。

施設A

長寿命化対策 更新事業新設事業

費
用

建
設

建
設

全
面

更
新

全
面

更
新

施設B

施設A

施設B

統廃合
施施設設AA＋＋BBのの総総費費用用＞＞施施設設CCのの総総費費用用

長寿命化対策 更新事業更新事業

費
用 全

面

更
新

全
面

更
新

ストックマネジメント
の対応（現行）

施設C
（施設A、Bを統合）

更新事業実施後の
対応

施設の老朽化

施設の老朽化

100ha以上

100ha以上

水田の畑利用

現状の課題

施設Ｂの廃止

施設の補修・更新費や
維持管理費を削減

将来的な
更新費用を削減

施設の補修・更新に
併せた機能向上

今後の対応

資料：農業基盤情報基礎調査（H28.3時点）を用いて試算
注１） 「基幹的農業水利施設」とは、農業用用排水のための利用に供される施設であって、その受益面積が100ha以上のもの。
注２） 試算に用いた各施設の標準耐用年数は、「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準耐用年数を利用しており、
概ね以下のとおり。 （貯水池：80年、頭首工：50年、水門：30年、機場：20年、水路：40年 など）

基幹的農業水利施設
施設区分

施設数・
延長（H28.3） うち耐用

年数超過
割合

基幹的施設（箇所） 7,552 3,832 51%
貯水池 1,286 124 10%
取水堰 1,941 623 32%
用排水機場 2,947 2,129 72%
水門等 1,100 753 68%
管理設備 278 203 73%

基幹的水路（ｋｍ） 50,770  18,825 37%

○ 全国の基幹的農業水利施設の多くは老朽化が進んでおり、効率的な補修・更新を一層推進する必要がある。

○ 農業水利施設の補修・更新に要する総費用の低減を要件に、施設の集約・再編による農業水利ストックの適正化を図る。

施設Ａ
施設Ｂ

施設Ｃ

 基幹的農業水利施設の資資産産価価値値はは1199兆兆円円であり、年々老朽化
が進行し、用用排排水水機機場場でで７７割割、、水水路路でで４４割割がが耐耐用用年年数数をを超超過過。  施施設設のの補補修修・・更更新新にに要要すするる総総費費用用をを低低減減。

農業水利施設の更新等に合わせた農業水利ストックの集約・再編を推進
3
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農業競争力強化基盤整備事業のうち
● 水利施設等保全高度化事業

（26）土地改良だより



農村地域防災減災事業【公共】

水利施設等保全高度化事業（拡充②）～高収益作物転換型～

○ 「水田農業高収益化推進計画」に位置付けられた基盤整備地区において、高収益作物の導入・定着に向けた水田の畑地化・
汎用化のための基盤整備を行う「水利施設等保全高度化事業（高収益作物転換型）」を創設。

○ 水田地域を対象とした事業実施区域の５割以上で高収益作物を作付けする場合に、農業者の費用負担分を支援する仕組みを
導入するなど高収益作物への転換を強力に推進。

・事業実施主体：都道府県、市町村、改良区等
・補助率：50％等

２２.実実施施要要件件
(1)「水田農業高収益化推進計画」に位置付けられた地区であること
(2)受益面積：水田５ha以上（団地要件１ha以上（中山間地域等は0.5ha以上））
(3)水田における高収益作物の作付面積割合が５割以上

（ただし、高収益作物の作付面積割合が10％ポイント以上増加すること）
※本事業を実施した地区は、水田活用の直接支払交付金の交付対象水田から除外

３３.実実施施主主体体・・補補助助率率

排排水水路路

（（２２））高高収収益益作作物物へへのの転転換換にに向向けけたた支支援援

農農道道

区区画画整整理理

水利用・土地利用・
作付調整の合意形成

関係農家の意向調査、水利用・土地利用
・作付調整
関係機関が連携した、事業計画の作成及び
事業計画の実現に向けたフォローアップ 等

自自動動給給水水栓栓

畑畑地地かかんんががいい施施設設 客客土土

暗暗渠渠排排水水

高収益作物の作付面積割合が５割以上の場合、農業者の費用負担分を支援

【産地形成支援事業（支援費）】

１１.事事業業内内容容

【調査・調整、指導】

パパイイププラライインン
高高収収益益作作物物のの作作付付がが５５割割以以上上水水稲稲中中心心のの作作付付

関係機関が一体
となった支援体制

○ 高収益作物への転換に必要となる、水利施設を中心とし
た生産基盤の再整備を機動的に支援します。

【対象工種】
・農業用用排水施設の整備、区画整理、客土、暗渠排水等

（併せ行う農道等）

○ 高収益作物の転換に向けたソフト対策を支援します。

「「水水田田農農業業高高収収益益化化推推進進計計画画」」にに基基づづくく計計画画的的かかつつ一一体体的的なな支支援援
① 水田活用の直接支払交付金において、高収益作物の新たな導入面積に応じて、高収益
作物定着促進支援（2.0万円/10a×５年間）及び高収益作物畑地化支援（10.5万円/10a・１
回限り）を交付します。

② 栽培技術や機械・施設の導入、販路確保等の取組も併せて支援します（優先採択等）。
③ 事業完了後は、「水田農業高収益化推進計画」の関係機関・団体と一体となって事業計
画に基づく営農の実現に必要な支援・助言を行います。

【各団地の面積要件】
平場 ：1ha以上
中山間：0.5ha以上

【事業実施の面積要件】
水田５ha以上

（（１１））基基盤盤整整備備
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．防災・減災対策にかかる計画の策定（調査計画事業）
施設整備のために必要な、農村地域防災減災総合計画の策

定、ため池の諸元等の詳細情報（浸⽔想定区域図の作成を含
む）の整備等を⽀援します。
（ため池の諸元等の詳細情報の整備については定額助成（令
和２年度まで））
２．農業⽤施設等の整備（整備事業）
⾃然的、社会的要因で⽣じた農業⽤施設等の機能低下の回

復や災害の未然防⽌を図るための整備、防災機能を維持するた
めの⻑寿命化対策の実施等を⽀援します。
また、農業⽔利施設の安全対策を緊急的に推進するため、農

業⽔利施設の危険箇所の把握や優先度に応じた安全施設の整
備を定額で⽀援します。（定額助成は令和２年度まで）
３．ため池の管理体制の強化（防災環境整備事業）
ため池の状況を速やかに把握するための⽔位計等の管理施設

の整備、代替⽔源の整備を伴うため池の統廃合について定額助
成で⽀援します。
（⽔位計等の管理施設の整備は令和２年度まで）

農村地域防災減災事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
地震・集中豪⾬等による災害を防⽌し、農村地域の防災⼒の向上を図るための総合的な防災・減災対策を実施します。

＜政策⽬標＞
湛⽔被害等が防⽌される農地及び周辺地域の⾯積約34万ha（うち農地⾯積約28万ha） [令和２年度まで] 

調査計画
・農村地域防災減災総
合計画策定

・ため池の諸元等の詳
細情報を整備

ため池整備
・ため池の整備（豪⾬・地震対
策、⻑寿命化対策等）

・ため池群の整備
・ため池の統廃合、しゅんせつ
・管理体制の強化 等

⽤排⽔施設整備
・湛⽔を防⽌するための
排⽔機場等の整備

・地盤沈下対策

農業⽤河川⼯作物
応急対策

・河川⼯作物（頭⾸⼯
等）の整備

農地保全整備
・農地侵⾷防⽌のため
の排⽔施設等の整備

⽔質保全整備
・⽤排⽔路の分離
・⽔質浄化施設の設置

農村防災施設整備
・避難路、避難施設、安
全施設の整備 等

公害防除対策
・客⼟、排⼟、区画整理

⻑寿命化対策
・⻑寿命化計画策定
・施設の補修・補強

総合的な防災減災計画に基づき、優先順位に応じて以下の防災・減災対策を推進

防災ダム整備
・洪⽔調節のための
ダムの改修等

地すべり対策
・地すべり防⽌施設
の整備

⽯綿管対策
・⽯綿管の撤去・
交換

地域防災機能増進
耐震対策

・耐震性向上のた
めの施設整備

豪⾬対策
・総合的な地域排
⽔機能の強化

農道の防災対策
・農道橋等の耐震対策、防
災上危険な箇所の整備

［お問い合わせ先］農村振興局防災課（03-6744-2210）

＜事業の流れ＞

国
市町村 等都道府県

都道府県
1/2、定額 等

1/2、定額 等

【令和２年度予算概算決定額 43,842（43,842）百万円】
〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度予算概算決定額 63,842 百万円〕 （令和元年度補正予算額 25,023百万円）

※下線部は拡充内容

3
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中山間地域農業農村総合整備事業【公共】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

○ 中⼭間地域の特⾊を活かした営農の確⽴のため、農産物の⽣産拡⼤や加⼯・販
売による⾼付加価値化等を通じた地域の所得確保と農業の維持・発展を図るた
めに農地や⽔利施設等の⽣産基盤の保全・再編利⽤に取り組む地域を対象に
事業を実施します。

○ 下記①に付随して②を⼀体的に実施します。
① 農業⽣産基盤整備
・所得確保のための、農地の区画整理、農業⽔利施設・暗渠排⽔
・国⼟保全のための農⽤地保全施設
・農業の維持発展を図るための⼟地基盤の再編・整序化 等

② 農村振興環境整備
・農産物の付加価値を⾼めるための加⼯・販売施設
・⾼収益作物の導⼊に取り組む新規就農者の滞在や農泊にも利⽤可能な施設
・⾼収益作物の導⼊に取り組むための農業施設 等

中⼭間地域農業農村総合整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
地域の収益⼒向上等により、中⼭間地域の特⾊を活かした営農の確⽴を⽀援するため、農業⽣産を⽀える⽔路やほ場等の基盤整備と、⽣産・販売施設等
の整備を⼀体的に実施します。

＜政策⽬標＞
・中⼭間地域の特⾊を活かした営農の確⽴に向けた取組の着実な推進

［お問い合わせ先］ 農村振興局地域整備課（03-6744-2200）
国

都道府県 市町村

都道府県
＜事業の流れ＞

【令和２年度予算概算決定額 5,000（－）百万円】

農業⽣産基盤整備

農村振興環整整備

地域の特色を活か
した農産物等

農地の区画整理

⽔路の整備

55％等

55％等 55％等

農⽤地の保全

加⼯・販売施設

農地や⽔利施設等の
⽣産基盤の再編利⽤

3
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
⼟地改良施設突発事故復旧事業
⼟地改良施設で発⽣した突発事故の現地仮復旧及び機能
回復を⾏う復旧⼯事を迅速に⾏います。
【直轄事業】 520（300）百万円
（主な採択要件）
○ 機能保全計画等の策定など、適切な保全管理がされて
いる国営造成⼟地改良施設であること
末端⽀配⾯積︓100ha以上

○ 復旧事業費︓2,000万円以上 等
〈事業実施主体〉
国（国費率︓内地２/３等）

【補助事業】 250（500）百万円
（主な採択要件）
○ 機能保全計画等の策定など、適切な保全管理がされて
いる⼟地改良施設であること

○ 末端⽀配⾯積︓20ha(中⼭間地域等は10ha)以上
○ 復旧事業費︓200万円以上 等
〈事業実施主体〉
都道府県・市町村・⼟地改良区 等
（補助率︓内地１/２等）
〈事業の流れ〉

⼟地改良施設突発事故復旧事業＜公共＞ 【令和２年度予算概算決定額 770（800）百万円】

＜対策のポイント＞
○ 基幹的農業⽔利施設の約４割が今後10年間で標準耐⽤年数を超過するなど、⼟地改良施設の⽼朽化が進んでおり、パイプラインの破裂といった突発事
故が増加しています。

○ このため、突発事故の迅速かつ機動的な復旧ができる仕組みを導⼊し、被害の拡⼤を防ぎ、早期の営農再開を⽀援します。

＜政策⽬標＞
農業⽔利施設の戦略的な保全管理

⽼朽化した農業⽔利施設の⻑寿命化

施
設
管
理
者
か
ら
⼀
報

復旧⼯事

農業⽔利施設の突発事故発⽣状況基幹的農業⽔利施設の⽼朽化状況（平成29年）

注）基幹的農業⽔利施設（受益⾯積100ha以上の農業⽔利施設）の
資産価値（再建設費ベース）

［お問い合わせ先］農村振興局⽔資源課（03-6744-1363）

国
都道府県

補助

市町村 等

基 幹 的 農 業 ⽔ 利 施 設 の 状 況

突 発 事 故 被 害 へ の 迅 速 な 対 応

都道府県
補助

補助率１/２等

補助

国営, 

1.2兆円

県営等, 

3.4兆円

国営, 

1.0兆円
県営等, 

1.7兆円

非超過, 

11.1兆円

既に標準耐⽤年数を超過した施設
4.6兆円（全体の25％）

さらに今後10年のうちに標準耐⽤
年数を超過する施設を加えると
7.3兆円（全体の40％）

0

300

600

900

1200

1500

1800

経年的な劣化

及び局部的な劣化

その他

（降雨、地盤沈下等）

1264

1534

全全体体110000%%
（（1188..55兆兆円円））

２９
（２０１７）

２５
（２０１３）

２０
（２００８）

１５
（２００３）

平成１０年
（１９９８）

（件）

突発事故の発⽣
現地調査（突発事故の確認）
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土地改良施設突発事故復旧事業【公共】
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土地改良区体制強化事業【公共】

農業水利施設管理AI活用推進事業【公共】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．施設・財務管理強化対策
⼟地改良区が管理する施設の診断・管理指導のほか、⼟地改良区の財務状況の明確
化・透明化を図る複式簿記の導⼊等について⽀援します。

・ ⼟地改良区に対し複式簿記導⼊に係る巡回指導を実施（定額助成）
・ 巡回指導を⾏う地⽅連合会に税理⼠等の会計の専⾨家を配置（定額助成）

２．受益農地管理強化対策
⼟地改良区等が⾏う換地業務等に対する指導や所有者不明農地における財産管理
制度の活⽤促進など、農⽤地の利⽤集積の推進について⽀援します。

３．統合整備強化対策
⼟地改良区の合併、⼟地改良区連合の設⽴等に当たって必要となる協議会の設置
や事務機器等の整備について⽀援します。

４．研修・⼈材育成
複式簿記に関する研修や⼩⽔⼒発電等の導⼊など、⼟地改良区等の役職員の資質
向上を図る研修を実施します。

⼟地改良区体制強化事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
○ ⼟地改良区が主体的に取り組む組織運営基盤・事業実施体制の強化を集中的に⽀援します。

＜政策⽬標＞
○ ⼟地改良区の機能や役割が効率的・効果的に発揮できるよう⼟地改良区の組織運営基盤・事業実施体制を強化
○ 令和４事業年度に全ての⼟地改良区において適切な複式簿記⽅式の導⼊

【令和２年度予算概算決定額 619（656）百万円】

［お問い合わせ先］（１）農村振興局⼟地改良企画課（03-3502-6006）
（２）農村振興局地域整備課 （03-6744-2209）

施設の診断・管理指導

換地計画の作成指導 換地処分後

現地研修

役職員等に対する研修

施設・財務管理強化対策

統合整備強化対策 研修・⼈材育成

受益農地管理強化対策

協議会の設置

⼟地改良区の合併

複式簿記に関する重点指導

国

＜事業の流れ＞
⼟地改良区等

公募団体

都道府県⼟連
都道府県

事業費の1/2、定額

事業費の
1/2

3
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

○ AIの構築に必要な農業⽔利施設の築造年、構造・規格・
⼨法、位置、補修履歴、写真などの施設情報や降⽔量、気
温、⽇照時間などの気象情報等の既存データの収集・整理
を⾏います。

○ 既存データや画像診断技術を活⽤し、農業⽔利施設の
写真から機能診断を実施するAIを構築します。

○ モデル地区においてAIを活⽤した機能診断を実証すること
により、AIの機能診断の精度向上を図るとともに、実証デー
タを蓄積することにより、更なる精度向上を図ります。

○ 将来発⽣するひび割れ箇所の発⾒や劣化予測をAIが⾏う
ことにより、農業⽔利施設の維持管理の効率化を図ります。

○ モデル地区で実証した成果を横展開することにより、各地
区に適合したAIの導⼊・普及を図ります。

〈事業実施主体〉
国（国費率︓100％）

農業⽔利施設管理AI活⽤推進事業＜公共＞ 【令和２年度予算概算決定額 100（－）百万円】

＜対策のポイント＞
○ ⽼朽化が進⾏する農業⽔利施設の機能を将来にわたって安定的に発揮させるため、施設の⻑寿命化とライフサイクルコストの低減を図る戦略的な保全管理
を推進する必要があります。

○ しかしながら、農業⽔利施設を管理する現場職員が減少しており、施設機能を持続的に発揮するための管理⽔準を維持することが困難になると考えられます。
○ こうした状況を踏まえ、AIを活⽤した農業⽔利施設の機能診断をモデル地区において実証することにより、計画的かつ効率的な保全管理を⾏います。
＜政策⽬標＞
農業⽔利施設の戦略的な保全管理

［お問い合わせ先］農村振興局⽔資源課（03-6744-1363）

変状が顕著に⾒られます
５年後に重⼤な変状になる⾒込み

軽微な変状が⾒られます
10年後に変状が顕著になる⾒込みAI

○ AIを活⽤し、機能診断の省⼒化を図るとともに、AIが劣化予測を⾏うことにより、更新整備の好機を
把握することができるため、計画的かつ効率的な保全管理を⾏うことが可能になります。

農業⽔利施設の⻑寿命化とライフサイクルコストの低減

○ モデル地区において、農業⽔利施設の写真からAIが機能診断を実施。
○ 実証データを蓄積することにより、AIの機能診断の精度を向上。
○ 将来発⽣するひび割れ箇所をAIが発⾒、予測し、施設の機能診断結
果に反映。

現状

○ ⽬視点検、クラックスケールでの測定等により、
技術者が施設の機能診断を実施。

将来像

○ 画像診断技術を活⽤し、ドローン等により撮
影した写真からAIが施設の機能診断を実施。

＜AIの学習データ＞
施設情報 気象情報

築造年、規格、
補修履歴、写真等

降⽔量、気温、
⽇照時間等

既存データ等を
活⽤しAIを構築

＜機能診断におけるAIの導⼊＞

対象施設（コンクリート構造物）

頭⾸⼯（堰柱） 開⽔路

3
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土地改良施設PCB廃棄物処理促進対策事業【公共】

地理情報システム高度利用推進事業【公共】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．PCB廃棄物の処理施設までの収集運搬

２．⼟地改良施設のPCB含有塗膜調査等

３．国営造成施設に係るPCB廃棄物（トランス、コンデンサー）の処理

０

＜対策のポイント＞
⼟地改良施設の管理者が保管するPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の確実かつ適正な処理を促進するため、処理施設までの収集運搬等のほか、
新たに対応が必要となるPCB含有塗膜調査等に要する経費を助成します。

＜事業⽬標＞
安定的な⽤⽔供給と良好な排⽔条件の確保

【令和2年度予算概算決定額 311（８）百万円】
⼟地改良施設PCB廃棄物処理促進対策事業＜公共＞

国 都道府県 ⼟地改良区 等
補助

補助率︓１／２

補助
〈事業の流れ〉

PCB処
理
施
設

① PCB廃棄物の収集運搬 ② PCB含有塗膜調査等 ③ PCB廃棄物の処理
（国営造成施設に限る。）

※ ⾼濃度PCB廃棄物の処理のた
めの運搬は、PCB廃棄物収集運
搬業の許可を有する業者であり、
かつ、⾼濃度PCB廃棄物処理施
設から搬⼊許可を受けた業者しか
⾏うことができない。

事業の内容

PCB廃棄物の処理期限

塗膜の剥離作業

PCBが使⽤された代表的な電気機器等
（上︓変圧器、下︓コンデンサー）

これらの機器の内部は、PCB油等で満
たされている。

⼟地改良施設の管理者が保管するPCB廃棄物を処理するため
に必要となる収集運搬に要する経費を助成します。

塗膜中のPCB含有濃度調査に必要となる次の経費を助成します。
① 塗膜を剥離する際の⾶散防⽌のための仮設物設置
② 塗膜の剥離作業
③ 塗膜中のPCB含有濃度の分析調査
④ 塗膜中にPCBが含まれていた場合の処分
⑤ 塗膜剥離後の再塗装

国が保管するPCB廃棄物の処理を実施します。

＜事業実施主体＞
【直轄】 内容︓２及び３の事業

国費率︓10／10
【補助】 内容︓１及び２の事業

実施主体︓⼟地改良区、市町村等
補助率︓１／２

※下線部は拡充内容

［お問い合わせ先］農村振興局⽔資源課（03－3591－7073）

変圧器、ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ 安定器及び汚染物
北海道（室蘭）

東京
豊⽥ 令和４年３⽉31⽇
⼤阪 令和３年３⽉31⽇
北九州 平成30年３⽉31⽇

低濃度PCB廃棄物等

令和９年３⽉31⽇
令和３年３⽉31⽇

東⽇本

事業エリア ⾼濃度PCB廃棄物

令和５年３⽉31⽇令和４年３⽉31⽇

⻄⽇本

塗膜分析作業

3
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．国営及び国営関連事業地区における実証調査
○ 施設の⽇常管理へのドローン等の活⽤、ドローン等で取
得したデータのGISへの蓄積・共有・利⽤（GISの⾼度
利⽤）を図るなど施設管理の省⼒化・⾼度化に向けた実
証調査を実施。（令和４年度まで）

２．全国展開に向けた⼿引き作成、研修の実施
○ ドローンやGIS等を活⽤した施設管理の省⼒化、⾼度化
の取組を全国展開するため、⼿引きを作成するとともに、全
国の⼟地改良事業関係者を対象とした研修を実施。
（令和４年度まで）

［お問い合わせ先］ 農村振興局設計課（03-6744-2201）

＜対策のポイント＞
⼟地改良区職員等が減少する中、農業⽔利施設の管理体制を強化するため、施設の⽇常管理へのドローン等新技術の活⽤、ドローン等で取得したデー
タの地理情報システム（GIS）への蓄積・共有・利⽤（GISの⾼度利⽤）を図るなど施設管理の省⼒化・⾼度化に向けた取組を推進します。

＜政策⽬標＞
○農業⽔利施設の戦略的な保全管理
○重要インフラ・⽼朽化インフラの点検・診断等において、ロボットやセンサー等の新技術等を導⼊している施設管理者の割合（2020年頃までに20％、2030
年までに100％）

【令和２年度予算概算決定額 ３５（ー）百万円】
地理情報システム⾼度利⽤推進事業＜公共＞

国
都道府県

１/２、定額
＜事業の流れ＞

⺠間団体
定額

実証調査で得られた取組の効果や課題を含めた⼿引きを作成。全国の⼟地改良事業関係者を対象とした研修を実施。

国営及び国営関連事業地区における実証調査

本事業では、ストックマネジメントのサイクルのうち、「⽇
常管理」及び「データの蓄積（共有）」を⽀援。

全国展開に向けた⼿引き作成、研修の実施

(１の事業)

(２の事業) ドローンやGIS等の活⽤による施設管理の省⼒化、⾼度化を図り、農業⽔利施設の戦略的な保全管理を推進。

ストックマネジメントのサイクル

専⾨技術者の指導のもと、ドローン等による⽇常管理を実施(施設管理の省⼒化)

実証調査の結果を分析し、取組の効果や課題等を整理

※実証調査は、都道府県が⼟地改良区等と設⽴する協議会が実施

取得データを加⼯、GISに蓄積、関係者間で共有、利⽤(施設管理の⾼度化)

都道府県

⼟地改良区

国 など

蓄積 共有・利⽤

※下線部は新規の内容
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（30）土地改良だより



土地改良施設情報基盤整備推進調査【公共】

農山漁村地域整備交付金【公共】

１．調査地区における検証
基幹⽔利施設の操作・監視の省⼒化等に必要な情報通信基盤
の整備・管理のあり⽅について、BWA※1やLPWA※2等無線の基地
局を設置し、検証を⾏います。
２．整備⼿法・運営管理⼿法の検討
１の調査地区や、地域課題解決型ローカル５G等の実現に向けた
開発実証（総務省）とスマート農業加速化実証プロジェクトとの連
携地区で得られたデータ等を基に、技術的・経済的な無線基地局等
の計画整備⼿法及び効率的な運営管理⼿法等を検討します。
３．技術的資料の作成
上記を踏まえ、有識者検討会を開催し、情報通信基盤の整備・管
理に関する技術的資料を作成します。

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

⼟地改良施設情報基盤整備推進調査＜公共＞ 【令和２年度予算概算決定額 50（ ー ）百万円】

＜対策のポイント＞
情報通信基盤（無線基地局等）の導⼊により、ICTを利活⽤した農業⽔利施設の操作・監視の省⼒化や、⽤排⽔管理の適正化等を図る取組を推進し
ます。

＜政策⽬標＞
農業⽔利施設の戦略的な保全管理

［お問い合わせ先］ 農村振興局地域整備課（03－6744－2209）

国（国費率︓10/10）

＜事業の流れ＞

※1：BWA（Broadband Wireless Access）とは、高速通信が可能で、大容量な映像データ等を送信
する場合に適した無線。

※2：LPWA（Low Power Wide Area）とは、省電力で、農地等の気象や水位等を観測する場合に適
し、電波伝播距離は数kmから数十kmと広範囲。

︓監視カメラ(BWA) ︓⽔位計(LPWA)

凡例
︓BWA網 ︓LPWA網︓基幹⽤⽔路 ︓基幹排⽔路

︓⾬量計(LPWA)

（既設）

排水機場

LPWA
基地局

排水路

頭首工

用水路

地域BWA
基地局

地域BWA
基地局

ダム

光ケーブル
（既設）

（既設）

※下線部は新規の内容

4
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

農⼭漁村地域整備交付⾦＜公共＞

＜対策のポイント＞
地⽅の裁量によって実施する農林⽔産業の基盤整備や農⼭漁村の防災・減災対策を⽀援します。
＜政策⽬標＞
○ 担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進［令和５年度まで］
○ ⽊材供給が可能となる育成林の資源量が20.7億ｍ3に増加するよう林道等の路網整備を推進［令和５年度まで］
○ ⼤規模地震が想定されている地域等において整備率が69％となるよう海岸堤防等の整備を推進［令和２年度まで］

交付⾦を活⽤した事業の実施例

【農業農村基盤整備】 【⽔産基盤整備】

【海岸保全施設整備】【森林基盤整備】

ほ場整備による農業⽣産性の向
上と秩序ある⼟地利⽤の推進

⽼朽化した⽤⽔路の整備・更新

津波・⾼潮対策としての⽔⾨整備津波、⾼潮による被害を未然に
防ぐため海岸堤防の整備を推進

漁村における津波避難対策
（避難地、避難路の整備）

漁業作業の効率化と安全対策の
ための漁港整備（岸壁改良）

＜事業の流れ＞

１．都道府県⼜は市町村は、地域の実情に応じて農⼭漁村地域整備の⽬
標等を記載した農⼭漁村地域整備計画を策定し、これに基づき事業を実
施します。

２．農業農村、森林、⽔産の各分野において、農⼭漁村地域の⽣産現場の
強化や防災⼒の向上のための事業を選択して実施することができます。
① 農業農村分野︓農⽤地整備、農業⽤⽤排⽔施設整備、

海岸保全施設整備等
② 森 林 分 野︓予防治⼭、路網整備等
③ ⽔ 産 分 野︓漁港漁場整備、漁村環境整備、

海岸保全施設整備等
３．都道府県⼜は市町村は、⾃らの裁量により地区ごとに配分できます。

また、都道府県の裁量で地区間の融通が可能です。

林道等の整備により効率的な
間伐材等の搬出を実現

治⼭施設による⼭地災害の未然
防⽌交付

国
市町村 等

交付（1/2等）
都道府県

交付

都道府県・市町村
［お問い合わせ先］

（03-6744-2200）
（03-3501-3842）
（03-6744-2392）

農村振興局地域整備課
林野庁計画課
⽔産庁防災漁村課

（農業農村分野に関すること）
（森林分野に関すること）
（⽔産分野に関すること）

【令和２年度予算概算決定額 94,275（92,714）百万円】
（令和元年度補正予算額 7,200百万円）〔「臨時・特別の措置」を含む令和２年度予算概算決定額 98,475百万円〕
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農業水利施設の緊急対策【公共】

ため池の緊急対策【公共】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

農業⽔利施設等の防災・減災、
国⼟強靭化対策

重要インフラの緊急点検の結果を踏まえ、
⾮常時において施設機能を維持するために
必要な計画の策定、計画に基づく資機材
の整備及び管理設備や電気設備等の農
業⽔利施設に附帯する設備の整備、耐⽔
対策、これらに併せて⾏う整備補修、耐震
化等を実施します。

＜実施事業＞
（１）農業農村整備事業
（２）農⼭漁村地域整備交付⾦

＜対策のポイント＞
北海道胆振東部地震等を踏まえ、農業⽔利施設の操作・監視状況、災害時の機能維持の⽅策等に係る緊急点検を⾏った結果、早急な対応が必要な施
設について、耐震化対策などの⾮常時にも機能を確保するために必要な改修・更新等を実施します。
＜政策⽬標＞
⾮常時における農業⽔利施設の機能確保（1,000地区［令和２年度まで］）

［お問い合わせ先］農村振興局設計課（03-3502-8695）

＜事業の流れ＞

※事業実施主体が国の場合は、国費率2/3等

国
市町村 等都道府県

都道府県
1/2等

1/2等

背景（重要インフラの緊急点検）

⾮常時電源の確保

⾮常⽤電源設備の設置

管理設備等の更新

⽔管理施設の更新

耐⽔対策の整備

耐⽔扉の設置

揚⽔機場の損壊

パイプラインの損壊
被災状況（平成30年北海道胆振東部地震等）

平成30年７⽉豪⾬

農業⽔利施設の緊急対策＜公共＞

ダム洪⽔吐の被災（厚真ダ
ム）

平成30年北海道胆振東部地震

農業⽔利施設の操作・監視状況、災害時の機能維持の⽅
策等に係る緊急点検を実施

耐震性能や健全度等が⼗分でなく、⾮常時に機能を
喪失する恐れのある農業⽔利施設を確認

平成30年台⾵21号

⽔路の損壊

緊急点検結果

平成30年北海道胆振東部地震

対策イメージ
⾏動計画の策定

⾮常時⾏動計画の策定

耐震照査の結果、橋脚部が
耐震不⾜であることが判明

頭⾸⼯の設備の劣化により
操作不能となる恐れ

耐震化後の頭⾸⼯堰柱

施設の耐震化

耐震化前の幅
耐震化後の幅

【令和２年度予算概算決定額 （農業農村整備事業） 5１,074(51,072)百万円の内数、（農⼭漁村地域整備交付⾦）4,200(5,000)百万円の内数】

改修後の排⽔路

⽔路改修

4
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞

全国のため池を緊急点検するとともに、ため池対策検討チームを⽴ち上げ、
下流の家屋等に被害を与えるおそれのある、防災重点ため池の選定基準等
を⾒直しました。これらを踏まえ、対策の優先度が⾼い防災重点ため池の改
修や、利⽤されていないため池の統廃合等を実施します。

① 豪⾬による決壊の防⽌や耐震性向上のためのため池の改修等必要な対策を
⼀体的に実施します。

② 利⽤されていないため池等を対象として、ため池の統廃合や必要となる代替⽔
源の整備を定額で⽀援します。

③ ため池の状況を速やかに把握するための監視カメラや⽔位計等の管理施設の
整備を定額で⽀援します。

④ ため池の改修等を進めるために必要な耐震性調査や実施計画策定、ため池の
諸元等の詳細情報として浸⽔想定区域図の作成を定額で⽀援
します。

＜対策のポイント＞
平成30年７⽉豪⾬において、多くのため池が被災したことを受け、農地の被害を防⽌するとともに、⾮常時にも機能や下流の安全性を確保するために必要な

ため池の改修等の緊急対策を実施します。

＜政策⽬標＞
下流への影響が特に⼤きく、早急に対策が必要な防災重点ため池における機能や安全性の確保 （約1000カ所（⾒込み）［令和２年度まで］ ）

＜事業の流れ＞

国
市町村 等都道府県

都道府県
1/2、定額 等

1/2、定額 等
［お問い合わせ先］農村振興局防災課（03-6744-2210）

ため池の整備

整備前 整備後

統統合合
廃廃止止

上
池下

池

廃⽌ため池のイメージ

ため池の統廃合

洪⽔を安全に流下

堤体を開削

監視カメラの設置

ため池の緊急対策＜公共＞

浸⽔想定区域図

浸⽔想定区域 ため池

【令和２年度予算概算決定額 51,074（ 51,072 ）百万円の内数】
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災害復旧等事業（農地・農業用施設等）【公共】

農地耕作条件改善事業

＜対策のポイント＞
わが国では、国⼟の⾃然的、地理的条件から、毎年多くの災害が発⽣しています。災害復旧事業（農地・農業⽤施設等）は、被災した農地・農業⽤施設
の早期復旧を⾏い、農業⽣産活動の維持と農業経営の安定を図り、さらには国⼟の保全及び農村地域の安定性を向上させることを⽬的としています。

＜政策⽬標＞
適切かつ速やかな災害復旧の実施及び再度災害の防⽌

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．災害復旧事業

7,897（7,790）百万円

地震・豪⾬等により被災した農地・農業⽤施設等の復旧事業
を⾏います。また、激甚災害等において復旧計画等の作成に要す
る調査・設計等の費⽤を⽀援します。

２．災害関連事業
417（513）百万円

農業施設災害復旧事業と併せて、再度災害防⽌のための改
築⼜は補強、及び農村⽣活環境施設の復旧等を実施します。

＜事業の流れ＞

【令和２年度予算概算決定額 8,314（8,303）百万円】
災害復旧等事業（農地・農業⽤施設等）＜公共＞

［お問い合わせ先］農村振興局防災課 （03-6744-2211）

50/100,
65/100等

国
都道府県

都道府県 市町村等

※農家⼀⼾当たりの事業費により、補助率の嵩上げ制度あり。

復旧と併せた区画整備例

被災した農地・農業⽤施設の早期復旧 再度災害防⽌のための施設改築・補強等
１．農業施設災害復旧事業 ２．農業施設災害関連事業

畦畔の復旧例

決壊したため池の復旧例

復旧と併せたため池改修（緊急放流⼯の設置）例

農村⽣活環境施設（集落排⽔施設）の復旧例

復
旧

復
旧

整
備

復
旧

整
備

⽔路の復旧例

復
旧
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．地域内農地集積型
○ 畦畔除去による区画拡⼤や暗渠排⽔等のきめ細やかな耕作条件の改善を機動的に⽀援します。
２．農地集積推進型
○ 担い⼿への農地集積を⼀層推進するため、推進費（整備費の最⼤5.0％）の交付により農業者の費⽤負
担の軽減を図りつつ、基盤整備を機動的に⽀援します。

３．⾼収益作物転換型
○ 基盤整備を機動的に進めるとともに、輪作体系の検討や導⼊１年⽬の種⼦・肥料への⽀援など、⾼収益作物
への転換に向けた計画策定から営農定着に必要な取組をハードとソフトを組み合わせて⽀援します。

４．未来型産地形成推進条件整備型
○ ⽔⽥転換や既存産地の改良とともに、省⼒技術・作業機械等を⾯的に導⼊し、労働⽣産性を抜本的に⾼め
たモデル産地を形成する取組を⽀援します。また、果樹については、早期成園化等の取組を併せて⽀援します。

５．スマート農業導⼊推進型
○ 基盤整備と⼀体的に⾏うＧＮＳＳ基地局の設置等のスマート農業の導⼊について⽀援します。
※ １と３の型では、リタイア農家が所有する農地等を機構を介して担い⼿に円滑に集約できるよう、機構集積協⼒⾦交
付事業の農地整備・集約協⼒⾦により、農業者負担の軽減を図ることが可能です（整備費の最⼤12.5％）。

農地耕作条件改善事業
＜対策のポイント＞
農地中間管理事業の重点実施区域等において、地域の多様なニーズに応じたきめ細やかな耕作条件の改善を機動的に実施し、農地中間管理機構による
担い⼿への農地集積の推進、⾼収益作物への転換、営農定着に必要な取組を⽀援します。

＜政策⽬標＞
担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進［令和５年度まで］

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03-6744-2208）
⽣産局園芸作物課 （03-3502-5957）

＜事業の流れ＞

検討会 技術研修会

【実施要件】
①事業対象地域︓農振農⽤地のうち農地中間管理事業の重点実施区域等（１〜５の事業）

※ ３〜５の事業はこれに加え、実質化された⼈・農地プランの対象区域等も対象とする。
②総事業費200万円以上、③農業者数２者以上、④スマート農業導⼊推進計画（仮称）を策定(５の事業) 等

国 市町村 等都道府県
都道府県

1/2、定額 等

定額

畦畔除去 ⼟層改良暗渠排⽔

【令和2年度予算概算決定額 24,990（29,950）百万円】

全国団体 農業者の組織
する団体 等

1/2、定額 等

きめ細かな耕作条件改善の⽀援

⾼収益作物への転換に向けた取組⽀援

スマート農業導⼊の⽀援

労働⽣産性を抜本的に⾼めたモデル産地形成

GNSS基地局設置 ⾃動操舵システム導⼊

省⼒樹形導⼊（りんご
の超⾼密植栽培）

作業機械導⼊
（スピードスプレイヤー）

1/2、定額

1/2、定額 （４の事業）

（１〜３及び５の事業）

※ 下線部は、拡充内容
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土地改良だより （33）  



① 地域内農地集積型 最大５年（ハードは最大３年）
きめ細かな整備とともに、農地中間管理機構による地域内への担い手への農地集積を推進します。

○ 我が国農業の競争⼒を強化するためには、農地の⼤区画化・汎⽤化等の基盤整備を⾏い、農地中間管理機構による担い⼿への農
地集積を推進するとともに、営農定着に必要な取組を⽀援することが重要。

○ このため、多様なニーズに沿ったきめ細かな耕作条件の改善や、⾼収益作物への転換、モデル的な産地形成、スマート農業の導⼊促
進に向け、ハードとソフトの両⾯から機動的⽀援。

農地耕作条件改善事業（１／２）

② 農地集積推進型 最大５年（ハードは最大３年）
事業規模、農地集積・集約化等を実施要件として、農業者の負担の軽減を図り、機動的な基盤整備を実施します。

(ハード)農業⽤⽤排⽔施設、暗渠排⽔、区画整理、農作業道、
農地造成等
(ソフト)ＩＣＴによる⽔管理や防草対策等の維持管理の省⼒
化⽀援 等

定額助成 定率助成
(ハード)区画拡⼤、暗渠排⽔、⽤⽔路の更新整備 等（※１）

(ソフト)１地区当たり上限300万円（年基準額）の条件改善
促進⽀援 等

地域内農地集積型の定率助成と同様
（単独実施は、⾯的整備（区画整理、農地造成、
暗渠排⽔）のみ可能）

集積推進費の要件
 ⾯的整備の場合、事業対象農地は、1ha(中⼭間地等は0.5ha)以上の連担化した農地であること
 ⽬標年度（事業完了後３年）までに、①担い⼿への農地集積率が概ね50％以上向上し、事業対象農地の全てが集積され、
また、②担い⼿への農地集約化率が向上し、概ね８割以上となること 等

機動的な基盤整備

ハード整備に事業費を対象に推進費を交付（最⼤5.0％等）
（国の補助率は1/2、補助残は地⽅公共団体の負担）

集積推進費

畦畔除去

暗渠排⽔

⼟層改良

きめ細かなハード整備

①共通

●対象区域︓農地中間管理事業の重点実
施区域等（農地中間管理機構との連携概
要を策定）
●事業費200万円以上 ●農業者２⼾以上
●事業主体︓農地中間管理機構,都道府
県,市町村,改良区,農業協同組合,農業法⼈
等

②農地集積推進型 ③高収益作物転換型 ⑤ｽﾏｰﾄ農業導入推進型④

●ハード事業費1,000万円以上
●集積推進費要件を満たすこと
●事業主体は都道府県のみ
等

●実質化された⼈・農地プラン
策定地域も対象区域とできる
●農地耕作条件改善のハード
事業を実施
●作付⾯積のうち1/4以上を新
たに⾼収益作物に転換 等

●実質化された⼈・農地プラン
策定地域も対象区域とできる
●スマート農業に適した基盤
整備事業が実施されていること
●スマート農業導⼊推進計画
を提出 等

●実質化された⼈・農地プラン
策定地域も対象区域とできる
●未来型産地形成推進条件
整備計画を提出
●⾯積要件は、果樹は２ha以
上、野菜は露地５ha以上、施
設１ha以上 等

採択要件

(※１) 定額助成単価は現場条件等に応じた標準的な⼯事費の１／２相当

（地域内農地集積型） 未来型産地形成推進条件整備型

4
9

農地耕作条件改善事業（２／２）
③高収益作物転換型 最大５年(ハード最大３年)
基盤整備とともに、収益作物転換のための計画策定から営農定着まで必要な取組を支援します。

地域内農地集積型と同様

⾼収益作物転換プラン作成⽀援（最⼤２年） 農地耕作条件改善(最⼤５年(ハードは最⼤３年))

(定額助成)プラン作成に係る調査・調整、農産物の需給動向
把握、輪作体系の検討、販売先の調査等※２

⾼収益作物導⼊⽀援（最⼤５年）
(定額助成)技術習得⽅法検討と実践、技術者育成、試験販売等の経営展開⽀援、現場での研修会等※２

(定率助成)実証展⽰ほ場の設置・運営、導⼊１年⽬の種⼦・肥料等への⽀援、農業機械リース 等
(※2)⾼収益作物転換推進費として、１地区あたり上限300〜500万円（年基準額）を⽀援

検討会

⾼収益作物導⼊

⑤ スマート農業導入推進型
スマート農業に適した基盤が整備された地区に、GNSS基地局等先進的な省力化技術を導入します。

スマート農業導⼊推進⽀援
（定率助成）GNSS基地局の設置と、これと併せて導⼊するトラクタへの⾃動操舵システム等※４

④ 未来型産地形成推進条件整備型 最大５年
省力技術・作業機械等を面的に導入し、労働生産性を抜本的に高めたモデル産地を形成する取組を支援します。

スマート農業導入推進計画
 対象地区における基盤整備の状況（⼤区画ほ場、圃場内耕作道、⽤排⽔路パイプライン化、ターン農道 等）
 導⼊するスマート農業の内容と、経済性の検討 ● 地域の収益⼒向上に向けた取組⽅針※５ 等を記載

(※５)地域内での⾼収益作物への取組⽅針等を記載

新産地育成型 既存産地改良型

園芸作物導⼊型

技術研修会

GNSS基地局設置

⾃動操舵システム導⼊

省⼒樹形導⼊（りんご
の超⾼密植栽培）

作業機械導⼊
（スピードスプレイヤー）

これなら
思い通りの
農業が
できるわ！

未来型産地形成

ｽﾏｰﾄ農業導⼊

(定率助成) ⼩規模基盤整備（盛⼟等）、
資材導⼊、設備のリース導⼊

(定額助成)
● 新植（例︓りんごの超⾼密植栽培 71万円/10a）
● 新植に伴う幼⽊の管理（22万円/10a）
● 早期成園化・経営の発展等の取組
⼤苗の育成︓20万円/10a、
省⼒技術研修︓３万円/10a

果樹
(定率助成) ⼩規模基盤整備（園内道整備等）

資材導⼊、設備のリース導⼊
(定額助成)
● 改植（例︓かんきつの根域制限栽培 111万円/10a）
● 改植に伴う幼⽊の管理（22万円/10a）
● 早期成園化・経営の継続・発展等の取組
⼤苗の育成︓20万円/10a
代替農地での営農︓28万円/10a
省⼒技術研修︓３万円/10a

最最大大23万円/10a ※３

最最大大51万円/10a

野菜
(定額助成)実需者ニーズに対応した品種の導⼊試験、

GAP・トレーサビリティ⼿法の導⼊ 等
(定率助成)農業⽤ハウス等施設・農業機械のリース導⼊

園芸作物導⼊型の要件
・実需者と協議会を構成し、協議会内実需者に産地規模の30%
以上で契約取引を⾏うこと

(※４)Ｒ２年度は⽔⽥地帯への導⼊を対象とする。

（※３)⽔⽥の場合、⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦の⽔⽥農業⾼収益化推進助成
と合わせて最⼤33.5万円/10aを⽀援。
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農業水路等長寿命化・防災減災事業

農地耕作条件改善事業における機構集積協⼒⾦「農地整備・集約協⼒⾦」の活⽤

○ 基盤整備が進んだ地域には、未整備な農地が存在している場合もあり、これらの農地は、例えば、高齢化等
により農業者がリタイアした場合には、未整備であることから、担い手が引き受けられず、結果として、耕作
放棄地となって、鳥獣被害の発生源となる等、周辺の担い手の経営環境にも負の影響を及ぼすおそれが高い。

○ 一方で、そのような未整備農地は、周辺の担い手に集約しやすい立地条件にあることから、この農地を対象
に基盤整備を行い、担い手に集約することで、地域の農業生産性は一層向上する。

○ そこで、このような農地を対象とした基盤整備と担い手への農地の集約を促進するため、平成31年度予算に
おいて、機構集積協力金交付事業において、農地耕作条件改善事業における農業者の費用負担の軽減に充当す
るための「農地整備・集約協力金」を創設した。農地耕作条件改善事業において、本協力金を活用することで、
担い手への農地集約率に応じて、最大で農業者の負担なく基盤整備を実施することが可能。

目標年度における
担い手の農地集約率

１００％ １２．５％

９０％以上 ８．５％

８０％以上 ５．０％

1. 農地耕作条件改善事業の事業対象農地は、基盤整備済み地区に内在または隣接
しているものであって、地域内で合計10ha（中山間：5ha）未満であること

2. 対象農地のすべてについて、目標年度までに担い手に集積され、かつ農地中間
管理権が協力金の申請日から15年以上設定されていること

3. 対象農地を含む地域において、農地を次世代につなぐための「次世代農業発展
計画」が都道府県によって策定されていて、かつ人・農地プランの見直し（実
質化）を行うこと

【【農農地地整整備備・・集集約約協協力力金金】】

⽬標年度における担い⼿の農地集約率（事
業対象農地に占める、担い⼿に集約した⾯積）
に応じて、農業者の事業費負担の軽減を⽬的と
して交付する。

○担い⼿の農地集約率

=
事業対象農地⾯積

担い⼿に集約した事業対象農地⾯積

【【協協力力金金のの主主なな交交付付要要件件】】

※機構集積協⼒⾦交付事業において措置
※平成35年度までの時限措置

事業対象農地

中間管理権が設定され
担い手に集約される

整備済み地区

【【イイメメーージジ】】

【【協協力力金金のの交交付付対対象象事事業業】】

農地耕作条件改善事業のうち交付要件を満たす地区
事業実施主体：都道府県、市町村、農地中間管理機構、土地改良区等

交付率
（整備費に対する割合）

※ 下線部は、Ｒ２年度拡充内容
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ため池の保全・避難対策

機動的な防災減災対策

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．きめ細やかな⻑寿命化対策
○ 機能診断・機能保全計画に基づいた補修や更新、分⽔ゲートの⾃動化、パイプラ

イン化、⽔管理のＩＣＴ化、⾃動給⽔栓の導⼊などによる⽔管理・維持管理の省
⼒化を⽀援します。

○ ハード対策を⾏うための、機能診断・機能保全計画の策定等を⽀援します。
２．機動的な防災減災対策
○ 災害の未然防⽌に必要な施設整備、リスク管理のための観測機器の設置、ため
池の統廃合等、防災減災に資する対策を⽀援します（ため池に設置する観測機
器の設置は令和２年度まで定額、ため池の統廃合は定額）。

○ ハード対策を⾏うための、耐震性点検・調査等を⽀援します。
○ 浄化槽法の改正を踏まえ、特定既存単独処理浄化槽を廃⽌し農業集落排⽔へ
接続する場合、当該単独処理浄化槽の転換に必要な経費を⽀援します（令和
４年度まで）。

３．ため池の保全・避難対策
○ ハザードマップの作成、監視・管理に必要な研修の開催、都道府県等を単位とし
て⾏うパトロールなど監視・保全管理に資する活動等を⽀援します（令和2年度ま
で定額）。

＜事業の流れ＞

農業⽔路等⻑寿命化・防災減災事業

＜対策のポイント＞
農業の持続的な発展を後押しするため、農業⽣産活動の基盤となる農業⽔利施設の機能の安定的な発揮に必要な機動的かつ効率的な⻑寿命化対策及
び防災減災対策を、早期に効果が発現する地区を対象にきめ細かく推進するとともに、効果を最⼤限に発揮するための取組を⽀援します。
＜政策⽬標＞
○ 施設機能が安定している基幹的農業⽔利施設の割合 約５割以上［令和2年度まで］
○ ハザードマップ等ソフト対策を実施した防災重点ため池の割合 10割 ［令和2年度まで］

［お問い合わせ先］農村振興局⽔資源課 （03-3502-6246）
農村振興局防災課 （03-6744-2210）
農村振興局地域整備課 （03-6744-2209）

【実施要件】 １、２の対策︓総事業費200万円以上、受益者数２者以上、
⼯事期間３年（ため池の場合は５年以内）以内 等

漏⽔防⽌のための整備

⾃動給⽔栓の導⼊

⽼朽化した施設の機能診断

ため池の統廃合

きめ細やかな⻑寿命化対策

【実施区域】 農振農⽤地、⽣産緑地 等

国
市町村 等都道府県

都道府県
1/2 、定額 等

洪⽔を安全に流下

堤体を開削

【令和２年度予算概算決定額 25,813（20,813）百万円】

1/2 、定額 等

※事業実施年度での採択申請が可能（複数回受付）

ため池の現地パトロール

※下線部は拡充内容

ため池の整備

5
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土地改良だより （35）  



農家負担金軽減支援対策事業
農家負担⾦軽減⽀援対策事業 【令和２年度予算概算決定額 1,939（4,044）百万円】

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03－3502－6277）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．⽔⽥・畑作経営所得安定対策等⽀援事業
○ 担い⼿農地利⽤集積率の⼀定以上の増加が確実と⾒込まれる⼟地改良区等
に対して、農家負担⾦の５/６を限度に無利⼦貸付を⾏います。

２．災害被災地域⼟地改良負担⾦償還助成事業
○ ⼀定規模以上被災した農⽤地⼜は⼟地改良施設等の受益地に係る営農再開
までの負担⾦の償還利⼦相当額を⼟地改良区等に対して助成します。

３．農地有効利⽤推進⽀援事業
○ 担い⼿への農地利⽤集積率が向上することが⾒込まれる地区に対して、以下の
⽀援を⾏います。
①農家負担⾦の償還利⼦相当額の５/６を限度に⼟地改良区等に対して助成
します。
②農地の⻑期間の賃貸借契約締結に伴い、⼟地改良事業償還⾦等債務のある
農地の出し⼿に対する賃料の⼀括前払いに必要な借⼊資⾦にかかる償還利⼦
相当額を農地中間管理機構等に対して助成します。

国 実施主体
（公募）

⼟地改良区
等 償還

＜事業の流れ＞

定額
利⼦助成・
無利⼦貸付

①【事業費助成型】 対象︓農地耕作条件改善事業の実施地区

②【⼀括前払助成型】 対象︓農地耕作条件改善事業の実施地区

○農地の賃貸借契約（10年間以上）締結に伴い、
農地の出し⼿に対する賃料の⼀括前払いに必要な
資⾦の借⼊

○受け⼿からの賃料収⼊を基に、⼀括前払⾦に係る
借⼊⾦の償還

⾦融機関
（⼀括前払⾦へ

融資）

借⼊
農地中間管理機構等

・賃料の⼀括前払いに
係る償還利⼦相当額
を助成

⾦融機関
（事業費負担
へ融資）

借⼊

償還

○事業の農家負担⾦の⽀払
いに必要な資⾦の借⼊

○借⼊⾦の償還

⼟地改良区等

・償還利⼦相当額の５/６
を限度に助成

実施主体
（公募）

実施主体
（公募）

・農家負担⾦の５/６
を限度に無利⼦貸付

○事業の農家負担⾦
の⽀払い

⼟地改良区等 ⼟地改良区等

○事業の農家負担⾦の
⽀払いに必要な資⾦
の借⼊

○借⼊⾦の償還
・償還利⼦相当額
を助成（被災年
度から上限3年）

農地有効利⽤推進⽀援事業

⽔⽥・畑作経営所得安定対策等⽀援事業 災害被災地域⼟地改良負担⾦償還助成事業

実施主体
（公募）

実施主体
（公募）

＜対策のポイント＞
⼟地改良事業等の農家負担⾦の無利⼦貸付等を⾏うことにより、農家負担⾦の軽減を図り、農⽤地の利⽤集積等を促進します。

＜政策⽬標＞
担い⼿が利⽤する⾯積が全農地⾯積の８割となるよう農地集積を推進 ［令和5年度まで］
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⽇本型直接⽀払 【令和２年度予算概算決定額 77,203（77,194＊）百万円】

＜対策のポイント＞
農業・農村の多⾯的機能の維持・発揮を図るため、地域の共同活動、中⼭間地域等における農業⽣産活動、⾃然環境の保全に資する農業⽣産活動を⽀
援します。
＜政策⽬標＞
地域の共同活動、中⼭間地域等における農業⽣産活動、⾃然環境の保全に資する農業⽣産活動による農業・農村の多⾯的機能の維持・発揮に向けた取
組の着実な推進

＜ 事 業 の 全 体 像 ＞

農地維持⽀払

資源向上⽀払

多⾯的機能を⽀える共同活動を⽀援
※担い⼿に集中する⽔路・農道等の管理を地域で⽀え、規模
拡⼤を後押し

地域資源（農地、⽔路、農道等）の質的向上を図る共同活動を
⽀援
⽀援対象

• 農地法⾯の草刈り、⽔路の泥上げ、農道の路⾯
維持等の基礎的保全活動

• 農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化、
地域資源の保全管理に関する構想の策定 等

⽀援対象

• ⽔路、農道、ため池の軽微な補修
• 植栽による景観形成や⽣態系保全などの農村環境
保全活動

• 施設の⻑寿命化のための活動 等

中⼭間地域等直接⽀払 26,100（26,091*）百万円

中⼭間地域等において、農業⽣産条件の
不利を補正することにより、将来に向けて農
業⽣産活動を維持するための活動を⽀援

環境保全型農業直接⽀払 2,451（2,451）百万円
⾃然環境の保全に資する農業⽣産活動の実施に伴う追加的コスト
を⽀援

農地法⾯の草刈り

⽔路の泥上げ

水路のひび割れ補修

中⼭間地域
（⼭⼝県⻑⾨市）

植栽活動

多⾯的機能⽀払 48,652 （48,652）百万円

カバークロップ有機農業 堆肥の施⽤

○ 農業・農村は、国⼟保全等の多⾯的機能を有しており、その利益は広く国⺠全体が享受していますが、近年、農村地域の⾼齢化、⼈⼝減少等により、地域の共同活
動等によって⽀えられている多⾯的機能の発揮に⽀障が⽣じつつあります。また、地域の共同活動の困難化に伴い、担い⼿への⽔路、農道等の地域資源の維持管理の
負担が増⼤し、担い⼿による規模拡⼤が阻害されることが懸念される状況にあります。
○ このため、｢農業の有する多⾯的機能の発揮の促進に関する法律｣に基づき、農業・農村の多⾯的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対して⽀援を⾏
い、多⾯的機能が今後とも適切に発揮されるようにするとともに、担い⼿の育成等構造改⾰を後押ししていく必要があります。

＊ 令和元年度予算は中⼭間地農業ルネッサンス推進事業分(252百万円)を除いた額
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日本型直接支払

（36）土地改良だより



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．多⾯的機能⽀払交付⾦ 47,050（47,050）百万円
① 農地維持⽀払

地域資源の基礎的保全活動等の多⾯的機能を⽀える共
同活動を⽀援します。

② 資源向上⽀払
地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の⻑寿命化
のための活動を⽀援します。

２．多⾯的機能⽀払推進交付⾦ 1,602（1,602）百万円
○ 都道府県、市町村等による事業の推進を⽀援します。

⽇本型直接⽀払のうち
多⾯的機能⽀払交付⾦ 【令和２年度予算概算決定額 48,652（48,652）百万円】

＜対策のポイント＞
地域共同で⾏う、多⾯的機能を⽀える活動や、地域資源（農地、⽔路、農道等）の質的向上を図る活動を⽀援します。
＜政策⽬標＞
○ 農地・農業⽤⽔等の保全管理に係る地域の共同活動への多様な⼈材の参画率を４割以上に向上［令和２年度まで］
○ 農地・農業⽤⽔等の保全管理に係る地域の共同活動により広域的に保全管理される農地⾯積の割合を５割以上に向上［令和２年度まで］

実 施 主 体︓農業者等で構成される組織（ ➊及び❸は農業者のみで構成する組織でも取組可能 ）
対象農⽤地︓農振農⽤地及び多⾯的機能の発揮の観点から都道府県知事が定める農⽤地

農地維持⽀払
・農地法⾯の草刈り、⽔路の泥上げ、農道の路⾯維持
等
・農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化、地域資
源の保全管理に関する構想の策定 等

資源向上⽀払
・⽔路、農道、ため池の軽微な補修、植栽による景観
形成や⽣態系保全などの農村環境保全活動 等
・⽼朽化が進む⽔路、農道などの⻑寿命化のための
補修 等

⽔路の泥上げ農地法⾯の草刈り 農道の路⾯維持 ⽔路のひび割れ補修 農道の窪みの補修 植栽活動

［お問い合わせ先］農村振興局農地資源課（03-6744-2197）

項⽬ 都府県 北海道

多⾯的機能の更なる増進
に向けた活動への⽀援

多⾯的機能の増進を図る活動の取組数を新たに１つ以上増加させる場合等
（加算対象活動に「やすらぎ・福祉及び教育機能の活⽤」を追加）
※「防災・減災⼒の強化」の中で「災害時における応急体制の整備」も対応可

⽥ 400 320
畑 240 80
草地 40 20

農村協働⼒の深化に
向けた活動への⽀援

上記の⽀援を受けた上で、構成員のうち⾮農業者等が４割以上を占め、かつ実践
活動に構成員の８割（役員に⼥性が2名以上参画している場合は６割）以上が
毎年度参加する場合

⽥ 400 320
畑 240 80
草地 40 20

⼩規模集落⽀援 既存活動組織が、地域資源の保全管理が困難な⼩規模集落を取り込み、集落間
連携により保全管理を⾏う取組を⽀援

⽥ 1,000 700
畑 600 300
草地 80 40

交付単価 （円/10a）

［５年間以上実施した地区は、➋に75％単価を適⽤］
※１︓➋、❸の資源向上⽀払は、➊の農地維持⽀払と併せて取り組むことが必要
※２︓➊､➋と併せて❸の⻑寿命化に取り組む場合は､➋に75％単価を適⽤
※３︓❸の⻑寿命化において、直営施⼯を⾏わない等の場合は、5/6単価を適⽤

【加算措置】 （円/10a）

項⽬ 都府県 北海道 交付⾦（定額）

広域化した活動組織への
⽀援

広域活動組織の⾯積規模等に応じ
た交付額

３集落以上または50ha以上 ３集落以上または1,500ha以上 ４万円/年・組織
200ha以上 3,000ha以上 ８万円/年・組織
1,000ha以上 15,000ha以上 16万円/年・組織

定額
市町村都道府県

定額 定額
農業者等

＜事業の流れ＞

国

都府県 北海道

❶農地維持⽀払 ❷資源向上⽀払
(共同)

❸資源向上⽀払
(⻑寿命化)

❶農地維持⽀払 ❷資源向上⽀払
(共同)

❸資源向上⽀払
(⻑寿命化)

⽥ 3,000 2,400 4,400 2,300 1,920 3,400
畑 2,000 1,440 2,000 1,000 480 600
草地 250 240 400 130 120 400

※1,2,3 ※1,2,3※1 ※1

※下線部は拡充内容
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［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．中⼭間地域等直接⽀払交付⾦ 25,900（25,890）百万円
○ 第５期対策では、対象地域に棚⽥地域振興法の指定棚⽥地域（保全を図
る棚⽥等に限る）を追加し、以下の⾒直しを実施します。
① ６〜10年後を⾒据えた集落の将来像の明確化を促進するため、体制整備単価
要件を「集落戦略の作成」に⼀本化

② 農業⽣産活動の継続に向けた前向きな取組への⽀援を強化するため、集落協定
の広域化や集落機能の強化、農業⽣産性の向上等の加算措置を新設・拡充

③ 農業者等が安⼼して取り組めるよう交付⾦返還措置の⾒直し 等

２．中⼭間地域等直接⽀払推進交付⾦ 200（201*）百万円
○ 制度の適正かつ円滑な実施に向けた都道府県、市町村等の推進体制を強化
します。

⽇本型直接⽀払のうち
中⼭間地域等直接⽀払交付⾦ 【令和２年度予算概算決定額 26,100（26,091 *）百万円】

＜対策のポイント＞
農業⽣産条件の不利を補正することにより、将来に向けて農業⽣産活動を維持するための活動を⽀援するとともに、第５期対策（令和２〜６年度）では、
前向きな取組への⽀援を強化します。
＜政策⽬標＞
耕作放棄を防⽌し、中⼭間地域等の農⽤地7.5万haの減少を防⽌［令和２〜６年度まで］

【対象地域】 中⼭間地域等（地域振興９法等指定地域及び知事が定める特認地域）
【対 象 者】 集落協定⼜は個別協定に基づき５年以上継続して耕作を⾏う農業者等

10m

0.5m

⽥︓急傾斜
（傾斜︓1/20）

21,000円/10a

地⽬ 区分 交付単価
（円/10a）

⽥
急傾斜（1/20〜） 21,000
緩傾斜（1/100〜） 8,000

畑
急傾斜（15度〜） 11,500
緩傾斜（８度〜） 3,500

畑︓急傾斜
（傾斜︓15度）

11,500円/10a

【加算措置】

① 農業⽣産活動等を継続するための活動（耕作放棄の発⽣防⽌、⽔路・農道の管理活動等）
② 農業⽣産活動等の体制整備のための取組（集落戦略の作成）

【集落協定等に基づく活動】

2.7m

10m

国 市町村都道府県
定額 定額

農業者等
定額

＜事業の流れ＞

＊ 令和元年度予算は中⼭間地農業ルネッサンス推進事業分(252百万円)を除いた額

加算項⽬（取組⽬標の設定・達成が必要） 10a当たり単価
棚⽥地域振興活動加算（新設）
棚⽥地域振興法に基づく認定棚⽥地域振興活動計画の対象棚⽥
等（⽥1/20以上、畑15度以上）の保全と地域の振興を⽀援
〔超急傾斜農地保全管理加算、集落機能強化加算、⽣産性向上加算との重複は不可〕

10,000円
（⽥・畑）

超急傾斜農地保全管理加算（継続）
超急傾斜農地（⽥1/10以上、畑20度以上）の保全や有効活⽤
を⽀援

6,000円
（⽥・畑）

集落協定広域化加算（拡充） 【上限額︓200万円/年】
広域で集落協定を締結し、将来の集落維持に向けた活動を⽀援

3,000円
(地⽬にかかわらず)

集落機能強化加算（新設） 【上限額︓200万円/年】
新たな⼈材の確保、営農以外の組織との連携体制の構築等の取組を
⽀援
⽣産性向上加算（新設） 【上限額︓200万円/年】
農地の集積・集約や所得向上、省⼒化技術の導⼊等の取組を⽀援

「農業⽣産活動等を継続するための活動」のみを⾏う場合は交付単価の８割（基礎単価）、
これに加えて「集落戦略の作成」を⾏う場合は交付単価の10割を交付（体制整備単価）

【主な交付単価】

※下線部は拡充内容
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⽇本型直接支払のうち
● 多面的機能支払交付金

⽇本型直接支払のうち
● 中山間地域等直接支払交付金

土地改良だより （37）  



中山間地農業ルネッサンス事業【一部公共】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．環境保全型農業直接⽀払交付⾦ 2,360（2,360）百万円
① 対象者︓農業者の組織する団体、⼀定の条件を満たす農業者等
② ⽀援の対象となる農業者の要件
ア 主作物について販売することを⽬的に⽣産を⾏っていること
イ 国際⽔準GAPを実施していること

ウ 環境保全型農業の取組を広げる活動(技術向上や理解促進に係る活動等)
に取り組むこと

③ ⽀援対象活動
○ 化学肥料、化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて⾏う
地球温暖化防⽌や⽣物多様性保全等に効果の⾼い営農活動

２．環境保全型農業直接⽀払推進交付⾦ 90（90）百万円
① 対象者︓地⽅公共団体等
② ⽀援内容︓都道府県、市町村等による環境保全型農業直接⽀払交付⾦

事業の推進を⽀援

【令和２年度予算概算決定額 2,451（2,451）百万円】

＜対策のポイント＞
農業の持続的な発展と農業の有する多⾯的機能の発揮を図るために､農業⽣産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖化防⽌や⽣物多様性

保全等に効果の⾼い農業⽣産活動を⽀援します。第２期対策（令和２年度）から、⽀援対象取組や取組⽔準等を⼀部⾒直し、環境保全効果の⾼い
取組への重点化を図ります。
＜政策⽬標＞
⼟壌炭素貯留量の増加への貢献、⽣物多様性保全の推進

原則５割以上低減する取組と合わせて⾏う、地球温暖化防⽌の効果が⾼い取組

国際⽔準の有機農業を実施していること

▶ 全国共通取組

▶ 地域特認取組

※ 指導や研修に基づく取組の実践です。
認証取得を求めるものではありません。

⽀
援
対
象
と
な
る
取
組

地域の環境や農業の実態等を勘案した上で、都道府県が
申請を⾏い、地域を限定して⽀援の対象とする取組

✤

国 都道府県 農業者団体等

＜事業の流れ＞ 環境保全型農業直接⽀払交付⾦ 環境保全型農業直接⽀払推進交付⾦

定額

定額
定額

市町村等

定額

定額

［お問い合わせ先］⽣産局農業環境対策課（03-6744-0499）

交
付
単
価

カバークロップ堆肥の施⽤

有機農業

リビングマルチ 草⽣栽培 他

全国共通取組 交付単価
（円/10a）

有
機
農
業

そば等雑穀、飼料作物以外 12,000円
このうち、炭素貯留効果の⾼い有機農業を実施
する場合注）に限り、2,000円を加算。
そば等雑穀、飼料作物 3,000円

堆肥の施⽤ 4,400円
カバークロップ 6,000円
リビングマルチ
（うち、⼩⻨・⼤⻨等）

5,400円
(3,200円)

草⽣栽培 5,000円

全国共通取組 交付単価
（円/10a）

不耕起播種 3,000円
⻑期中⼲し 800円
秋耕 800円

配分に当たっては、全国共通取組が優先されます。
本制度は、予算の範囲内で交付⾦を交付する
仕組みです。申請額の全国合計が予算額を
上回った場合、交付⾦が減額されることがあります。

✤

⽇本型直接⽀払のうち
環境保全型農業直接⽀払交付⾦

地域特認取組
交付単価は、都道府県が設定します。

※ 有機JAS認証取得を求めるものではありません。

注）⼟壌分析を実施するとともに、堆肥の施⽤、
カバークロップ、リビングマルチ、草⽣栽培のいずれかを
実施していただきます。

※下線部は拡充内容
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
本事業の取組に係る国の指針に即して、複数の市町村単位等で中⼭間地農業の

振興を図る地域別農業振興計画を都道府県が策定し、この計画に基づき⽀援事業
の優先採択等を⾏います。（対象地域に指定棚⽥地域を追加）

１．中⼭間地農業推進対策
○ 地域の所得向上に向けた計画を深化させる取組等の⽀援と、収益⼒向上に向

けた取組や棚⽥地域の保全・振興、事業間連携による相乗効果発現等の推進
をモデル⽀援します。（中⼭間地農業ルネッサンス推進事業）

○ 特⾊ある農業者や農村の課題を解決するための、地元密着型の⽀援体制を整
備・強化します。（地域密着型農業者等サポート体制強化事業）

２．多様で豊かな農業と美しく活⼒ある農⼭村の実現に向けた⽀援
○ 中⼭間地における農地集積、⾼収益作物の導⼊や加⼯・販売など、経営規模

の⼤⼩にかかわらず意欲ある農業者の取組を⽀援します。また、観光、福祉、教
育等と連携した都市農村交流や農村への移住・定住に向けた取組を推進します。

３．地域コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承
○ 農地・⽔路等の維持管理を⾏う共同活動を⽀援する多⾯的機能⽀払交付⾦

等による取組を推進し、兼業農家も含めた⼩規模な農業者も地域の重要な⼀員
として⽀援します。

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3502-6286）

＜対策のポイント＞
中⼭間地において、清らかな⽔、冷涼な気候、棚⽥の景観等の中⼭間地の特⾊をいかした多様な取組に対し、各種⽀援事業における優先枠の設定や⽀
援の強化等により後押しすることで、中⼭間地農業を元気にします。
＜政策⽬標＞
地域の特⾊をいかした農業の展開、都市農村交流や農村への移住・定住を促進するとともに、地域コミュニティによる農地等の地域資源を維持・継承

国
市町村・地域協議会等

都道府県
定額

※ ⽀援事業の流れは事業ごとに異なる定額
＜事業の流れ（推進事業）※＞

都道府県

中⼭間地農業ルネッサンス事業＜⼀部公共＞ 【令和２年度予算概算決定額 44,200（44,002）百万円】
（優先枠等を設けて実施）

地域の特⾊をいかした農業の展開 都市農村交流や農村への移住・定住

・ 強い農業・担い⼿づくり総合⽀援交付⾦のうち産地基幹施設等⽀援タイプ
・ 機構集積協⼒⾦交付事業のうち地域集積協⼒⾦交付事業
・ 農業農村整備関係事業
・ 農業経営法⼈化⽀援総合事業のうち農業経営法⼈化⽀援事業
・ 持続的⽣産強化対策のうち茶・薬⽤作物等⽀援対策
・ ⾷料産業・6次産業化交付⾦のうち

6次産業化施設整備、バイオマス産業都市施設整備
・ 農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村活性化整備対策等）

地域を下⽀え

・ 多⾯的機能⽀払交付⾦
・ 環境保全型農業直接⽀払交付⾦
・ ⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦のうち整備事業
・ 畜産⽣産⼒・⽣産体制強化対策事業のうち国産飼料資源⽣産利⽤拡⼤対策

（⾁⽤⽜・酪農基盤強化対策（放牧活⽤型））
・ 森林・⼭村多⾯的機能発揮対策交付⾦

多様で豊かな農業と美しく活⼒ある農⼭村の実現に向けた⽀援 優先枠 252.5億円

地域コミュニティによる農地等の地域資源の維持・継承 優先枠 186.0億円

中⼭間地農業推進対策 【3.5億円】

○ 計画策定・体制整備等を⽀援する中⼭間地農業ルネッサンス推進事業
元気な地域創出モデル事業︓具体的な取組を後押しし、優良事例の創出を加速

○ 中⼭間地域の農業者の様々な課題を⽀援する地域密着型農業者等サポート体制強化事業

[連携事業] 農⼭漁村振興交付⾦ （⼭村活性化対策）

[連携事業] 中⼭間地域等直接⽀払交付⾦

[⽀援事業]
優先枠

優遇措置

[⽀援事業]
優先枠

優遇措置
※下線部は拡充内容
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⽇本型直接支払のうち
● 環境保全型農業直接支払交付金

（38）土地改良だより



要　請　活　動
農業農村整備の集い

　令和元年６月５日㈬、「シェーンバッハ・サボー」（東京都千代田区平河町）において、「農業農村
整備の集い」が開催され、全国の農業農村整備関係者約1,200名が参集した。
　全国水土里ネットの二階会長が「平成30年度補正予算、令和元年度当初予算および臨時・特別の
措置を含め6,451億円を確保することができた。これからも闘う土地改良を掲げ、農業に従事してい
る多くの皆さんの期待に応えられるよう頑張っていく」と挨拶。続いて、吉川農林水産大臣が「土地
改良事業の計画的・安定的な推進のため、当初での予算確保に全力で取り組んでいく。今後とも強い
農業と美しく活力ある農村の実現に向け、邁進していく」と述べた。
　また、進藤金日子参議院議員は、「今後の土地改良は、農業政策、地域政策、防災政策の３つが一
体となって実施していくことが重要である。この実現に向け私も皆様とともにがんばっていく」と述
べた。
　その後、宮崎雅夫全国水土里ネット会長会議顧問が農業農村整備事業予算の必要性を述べ、国に対
する令和２年度当初予算の十分な確保など、５項目の要請案が全会一致で採択され、ガンバロウ三唱
で集いの一切を終了した。
　集い終了後、要請決議採択のもと、関係省庁へ要請活動を行った。

二階全国水土里ネット会長挨拶

進藤参議院議員挨拶

吉川農林水産大臣祝辞

宮崎全国水土里ネット会長会議顧問　情勢報告

土地改良だより （39）  



農業農村整備ؔ܎༧ࢉの֬อฒͼʹ
౦೔ຊେ਒͔ࡂΒの࠶ੜɾ෮ڵʹؔ͢Δཁ੥ʹͭいͯ

　令和元年６月５日㈬、６日 にかけて東๺・๺ւಓ土地改良事業ஂ体࿈߹会࿈བྷڠ議会は、農林水
産省、෮ڵ庁、ࡒ຿省、ݝબग़国会議員に令和２年度農業農村整備関係予算の確保ฒびに東日ຊ大਒
災からの࠶ੜ・෮ڵに関する要請活動を行った。

ʲཁ੥಺༰ʳ
ʬ農業農村整備ؔ܎ʭ
　̍ɽ৽たな農業政策の実現に向け、地域の要๬に十分応えられる安定した農業農村整備関࿈当初予

算の確保について
　２ɽ改正土地改良๏のझࢫを౿まえ、土地改良区組৫ӡӦのద正Խに向けたࢧԉについて
　３ɽ農業・農村の༗する多໘的ػೳのద切なൃشに向けた、多໘的ػೳࢧ෷੍度の推進と予算の確

保について
　̐ɽ農業༻ため஑の؅ཧٴび保全に係るࢧԉについて

ʬ౦೔ຊେ਒܎ؔࡂʭ
　̍ɽ農地・農業༻施ઃの෮چ・෮ڵ整備に必要な特ྫ的ࡒ政ࢧԉ措置のܧ続について

吉川農林水産大臣΁ཁ੥ ౉ล෮ڵ大臣΁ཁ੥

ҏສ里ࡒ຿লओہܭओࠪ΁ཁ੥

（��）土地改良だより



ྩ࿨̎೥౓ݝ༧ࢉฤ੒ʹର͢Δཁ๬ʹͭいͯ
　令和元年̕月３日 にຊ会は、෱ౡݝ議会令和２年度ݝ予算ฤ成に対する要๬活動を行った。

ʲཁ๬಺༰ʳ
　̍ɽ農業農村整備事業の予算確保について
　２ɽ農業水ར施ઃのҡ࣋・補म・ߋ৽事業のੵۃ的な推進について
　３ɽ多໘的ػೳࢧ෷ަ෇金੍度の推進と予算の確保について
　̐ɽখ水力ൃిにかかるܥ౷࿈ܥの༰ྔ確保について
　５ɽ土地改良区のܦӦঢ়گを౿まえた土地改良区へのࢧԉについて

ެ໌ౘ෱ౡݝ議会議員ஂ

ࣗ༝ຽओౘ෱ౡݝ議会議員会 ෱ౡݝ議会　ݝຽ࿈߹議員会

土地改良だより （��）  



農業農村整備の集い
　令和元年11月11日 、「シェーンバッハ・サボー」（東京都千代田区平河町）において、「農業農村
整備の集い」が開催され、全国の農業農村整備関係者約1,200名が参集した。
　全国水土里ネットの二階会長が「୆෩のӨڹなどにより、多くの災֐がൃੜしました。ඃ災された
皆様におݟ෣いਃし্げますとともに、ඃ災地の一日もૣい෮چを目ࢦしてग़དྷることは全て行って
いく決ҙをお੤いਃし্げます。དྷ年度の予算については、現ࡏ、ฤ成࡞業が進められております。
皆様ํのߋなる͝ࢧԉ、͝ڠ力をおئいਃし্げます」と述べた。
　進藤金日子参議院議員から、「今ճの参議院議員બڍにおいて宮崎雅夫さんが当બし、Ҿき続き、
宮崎議員とともに土地改良がগしでもલに進Ήよう皆様ํの͝ࢦಋをࣀりながらしっかりと進めて参
りたい」と述べた。
　その後、宮崎雅夫参議院議員より「参議院議員બڍにおいて、皆様から大มな͝ࢧԉをࣀり৺から
ئをਃし্げます。進藤議員と二ਓでਫ਼一ഋ土地改良推進のためಇいて参りますのでよΖしくおྱޚ
いਃし্げます」と述べ、国に対する令和２年度当初予算の十分な確保΍୆෩1�߸をは͡めとした
大ن໛災֐からの෮چ・෮ڵをૣٸかつՃ଎度的に進めることなど、６項目の要請案が全会一致で採
択され、ガンバロウ三唱で集いの一切を終了した。
　集い終了後、要請決議採択のもと、関係省庁へ要請活動を行った。

二階全国水土里ネット会長挨拶

進藤参議院議員祝辞

藤農林水産大臣祝辞ߐ

宮崎参議院議員祝辞

（��）土地改良だより



農業農村整備ؔ܎༧ࢉの֬อฒͼʹ
౦೔ຊେ਒͔ࡂΒの࠶ੜɾ෮ڵɺ

ྩ࿨ݩ೥୆෩ୈ��߸の֐ࡂରԠʹؔ͢Δཁ੥ʹͭいͯ
　令和元年11月11日 から12日 にかけて東๺・๺ւಓ土地改良事業ஂ体࿈߹会࿈བྷڠ議会は、農
林水産省、෮ڵ庁、ࡒ຿省、ݝબग़国会議員に令和２年度農業農村整備関係予算の確保ฒびに東日ຊ
大਒災からの࠶ੜ・෮ڵ、令和元年୆෩ୈ1�߸の災֐対応に関する要請活動を行った。

ʲཁ੥಺༰ʳ
ʬ農業農村整備ؔ܎༧ࢉの֬อฒͼʹ౦೔ຊେ਒͔ࡂΒの࠶ੜɾ෮܎ؔڵʭ
　̍ɽ৽たな農業政策の実現に向け、地域の要๬に十分応えられる安定した農業農村整備関࿈当初予

算の確保について
　２ɽ農村地域の国土強ᯰԽに向けたࢧԉについて
　３ɽ改正土地改良๏のझࢫを౿まえ、土地改良区組৫ӡӦのద正Խに向けたࢧԉについて
　̐ɽ農業・農村の༗する多໘的ػೳのద切なൃشに向けた、多໘的ػೳࢧ෷੍度の推進と予算の確

保について
　５ɽ農業༻ため஑の؅ཧٴび保全に係るࢧԉについて
　６ɽ農地・農業༻施ઃの෮چ・෮ڵ整備に必要な特ྫ的ࡒ政ࢧԉ措置のܧ続について

ʬྩ࿨ݩ೥୆෩ୈ��߸の֐ࡂରԠؔ܎ʭ
　̍ɽ今ճのඃ֐のਙ大性にؑΈ、農地・農業༻施ઃ౳のૣ期෮چのため、災֐෮چ事業は、事業੍

度౳を֦ॆするなど、特別の措置を͡ߨること
　２ɽ෮چ・෮ڵに当たっては、ݪঢ়෮چにとどまらない、二度とඃ災しないװج施ઃのൈຊ的な࠶

ること͡ߨ対策をૣ期にڵ෮・چஙなど、લྫにとらΘれないॊೈな෮ߏ
　３ɽ大ྔにൃੜした災֐ഇغ෺のૣ期ॲཧをࢧԉし、特別のࡒ政措置を͡ߨること
　̐ɽඃ災農ՈのӦ農ҙཉをࢧえるため、Ӧ農࠶開に向けたແར子੍度ࢿ金౳によるࢧԉを͡ߨること

長΁ཁ੥࣍ہܭ຿লओࡒా֯

藤農林水産大臣΁ཁ੥ߐ ాத෮ڵ大臣΁ཁ੥
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・未収金の一時清算（負債整理）

5,000,000円×0.9= 4,500,000円

　 場合の融資上限額

・制度資金が利用できない

・一時的に多額の資金が必要

・長期運転資金　　　 など

・土地改良区

　（300万円以上の未収金を抱える
　土地改良区）

・最大25年、年賦償還

　(別に据置期間最大3年)

(例)事業償還金未納額5,000,000円の

　９割まで

・事業償還金未納額相当額の

のご案内

貸付の希望、問い合わせは

または

へ

土 地 改 良 区

福島県土地改良事業団体連合会

福 島 県

①相 談

②借入申込

④返 済

③貸付実行
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福島県土地改良区財政基盤強化支援貸付制度

未未収収金金をを多多くく抱抱ええるる土土地地改改良良区区にに対対しし、、経経営営基基盤盤のの強強化化をを図図るるたためめ無無利利

子子・・長長期期返返済済のの貸貸付付をを行行ううももののでで、、令令和和元元年年度度にに県県がが制制度度をを立立ちち上上げげまましし

たた。。

運運営営、、資資金金繰繰りりににおお困困りりのの場場合合ははごご相相談談くくだだささいい。。

＊新規貸付期間：令和元年度～令和 年度までの 年間

貸付条件

○ 未収金の累計額が３００万円を超過、かつ、未収金の推計額が年間の経常

賦課金の３割を超過している場合に貸付が可能です。

○ 貸付限度額は、事業償還金未納額相当額の９割を上限とします。

○ 経営状況や未収金の状況に関する計画書などを作成していただき、貸付の

審査を行います。

※ 原則として、担保・保証人は求めません。

活用方法

土地改良区が行う、さまざまな事業や資金需要に対応できます。

○ 未収金の一時清算（負債整理）に要する資金

○ 一時的に多額の資金が必要な場合

○ 各種事業償還金の精算時に資金が不足する場合

○ 毎年の短期運転資金借入の負担軽減

○ その他資金が不足する場合

※ 制度資金が利用できるものについては、貸付を行うことができません。

お問い合わせ先

○ 福島県土地改良事業団体連合会 総務企画部 総務課 024-535-0371

○ 福島県 農林水産部 農地管理課 024-521-7419
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෱ౡݝ౔஍վྑஂମ৬һ࿈བྷٞڠձ
ୈ��ճ૯ձٴͼۀ຿ݚमձΛ։࠵

　෱ౡݝ土地改良ஂ体৬員࿈བྷڠ議会ୈ43ճ૯会ٴび業຿ݚम
会は、令和元年̓月1�日 から෱ౡݪ݀ࢢԹઘ「ࢁ๪月の੉」
において会員౳約�0名がग़੮して開催された。
　૯会は、ླ໦ఓ一会長（໼ਧݪ土地改良区　事຿ہ長）の挨
拶後、特別ޭ࿑者ٴびӬ年ۈ続者のදজが行Θれた。
　දজࣜ終了後は、෱ౡݝݝ๺農林事຿ॴ　土崎ਅ　農村整備
෦෦長、ຊ会　後藤༱وઐ຿ཧ事よりདྷෂ挨拶をいたͩき、議
事にೖった。
　議事は、大ۄ土地改良区の౉ลߒজࢯが議長にબ೚され、ఏ
ग़議案すべてについて、ݪ案のとおりঝೝ・決定された。
　૯会後は、業຿ݚम会が開催され、水土里ネット෱ౡ施ઃ؅
ཧ՝長　෌田लथࢯより「水土里৘ใシεςϜの活༻事ྫにつ
いて」、続いて෱ౡ࡯ܯݝຊ෦ੜ活安全ا画՝　地域安全活動Ξ
υバΠβー　金ᖒ޾ੜࢯより「防൜ࣨڭ」と୊して、ߨԋをい
たͩいた。
　ཌ1�日 は、ҏୡ੢ࠜԃ土地改良区　੢্ࠜԃ಄ट޻、੢ࠜ
ਆࣾの現地ݚमを行った。

ಛผޭ࿑ऀٴͼӬ೥ۈଓऀදজͷօ༷

ࢯຊ෦　ۚᖒ࡯ܯݝɿ෱ౡࢣߨ

�ʢ੢ࠜਆࣾʣ࡯ࢹ஍ݱ

ʣ޻�ʢ੢্ࠜԃ಄ट࡯ࢹ஍ݱ

ɿ෌ా՝長ࢣߨ
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ྩ࿨ݩ೥౓ɹෳࣜ฽هಋೖଅਐಛผݚमձ
　令和元年̕月25日㈬ʙ26日 、ࢢࢁ܊にある෱ౡݝ農業૯߹ηンλーにおいて、ࢢ・ݝ町村・土
地改良区৬員125名のग़੮による「令和元年度　ෳࣜ฽هಋೖଅ進特別ݚम会」が開催された。
஌ૅجのهより「土地改良区ෳࣜ฽ࢯԉ෦　参༩　田村ӫ二ࢧ　म会では、全国水土里ネットݚ　
ࣝについて」、「צ定Պ目、࢓༁のૅج஌ࣝについて」、東๺農政ہ土地改良؅ཧ՝　土地改良ࢦಋ׭��
ླ໦ܒ二ࢯより「土地改良区会計ج४の策定౳について」、ಉஂ体ࢦಋ・ࢿ金係員　த村Ꮺ平ࢯより
よりࢯઆ໌があり、２日目は、全国水土里ネット　田村「Ձঈ٫についてݮ、産ධՁϚχϡΞϧࢿ」
「会計هா実຿について」、「開ି࢝आ対রදの࡞成४備について」、「ෳࣜԽ実ફ区のҠ行՝୊ΫϦΞー
。࿥について」と୊し、それͧれઆ໌がなされたه

ਫ౔ཬωοτ෱ౡओ࠵ɾࢀՃʹΑΔݚमձ

ྩ࿨ݩ೥ɹิॿ൛ඪ४ੵࢉγεςϜར༻ஂମઆ໌ձ
　令和元年̓月1�日㈬、ݝ土地改良会ؗ　大会議ࣨにおいて、ࢢ町村・土地改良区৬員約�0名のग़
੮で行Θれた。
　ຊݚमは、ࢢ町村、土地改良区の৬員に対し、ੵ算シεςϜを࢖༻して、޻事ٴびҕୗのੵ算ॻの
。मを行っているݚのൃ஫業຿へ活༻できるようࡍ؅ཧ౳を行い、実、成࡞

ԉ෦　ాଜ参༩ࢧ　���全国水土里ネットࢣߨ

　　員܎土஍վྑ؅ཧ՝　தଜہ���౦๺農੓ࢣߨ

　׭ಋࢦ土஍վྑ؅ཧ՝　ླ໦ہ���౦๺農੓ࢣߨ

ઃ؅ཧ՝　ฏ林ओࠪࢪ���ࢣߨ डߨঢ়گ
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　൬৓農業ߍߴ΍Ҫ্水土里保全会のڞ催で、غ์࡞ߞ地をղফし、地域ަྲྀをਤる目的で、平成
2�年から「田ん΅Ξート」を実施している。
　令和元年度は、ਤฑをࢧׯのҫ・令和元年・201�の組Έ߹Θͤとし、令和元年６月２日 にಶり
ۭのઈ޷の田২え日和のத、約�0ਓҎ্の、多くのࢢຽのํの参Ճにより和ؾあいあいと、田২え
を行った。

ਫ౔ཬωοτҪ্༻ਫԃʮాΜ΅Ξʔτʯ࣮ࢪ
͍Θ͖ͷ/10ͱ࿈ܞ
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　いΘきཱࢢՆҪখֶߍの̐年ੜ1�名を対৅としたୈ1�ճ࣏ӈӴ໳のԃ「あ͡さいࡇり」、「Ѫ୩
催ɿ水土里ڞ、会ޢѪےߐはどこからྲྀれてくるのかなʁ」施ઃ८りバεπΞー（ओ催ɿѪ୩ےߐ
ネットѪ୩ԃ）が、令和元年６月26日㈬に開催された。
　当日は੖ఱにܙまれ、参Ճしたࣇಐୡは水土里ネットѪ୩ԃ　ੁ೾事຿ہ長のઆ໌で、Ѫ୩಄ट޻、
๺ന土আਖػ、৽川サΠϑΥンなどの施ઃをֶݟし、ઌਓୡのҒ業とѪ୩ےߐのྺ࢙を஌り、改良区
の໾ׂと施ઃの重要性をֶんͩ。

ୈ��ճ࣏�ӈӴ໳ͷԃ�ʮ͋͡ ͍͞ Γʯࡇ
ʙ�Ѫ୩ےߐ͸Ͳ͔͜ΒྲྀΕͯ Δ͘ͷ͔ͳʁࢪ�ઃ८ΓόεπΞʔ�ʙ

๺ന土আਖࢪઃͰઆ໌Λड͚Δࣇಐ αΠϑΥϯͷݪཧͷઆ໌Λड͚Δࣇಐ

Ѫ୩಄ट޻Ͱઆ໌Λड͚Δࣇಐ
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　ҏୡ੢ࠜԃ土地改良区ओ催により令和元年̔月̔日 に「੢ࠜԃのᯄಓ୳201ݕ�」が開催された。
આ໌をड・ֶݟの施ઃ「޻Լԃ಄ट」「޻ԃ಄ट্」ಐら約31名が参Ճし、੆্川から取水するࣇ　
けઌਓୡがஙき্げた土地改良施ઃのྺ࢙΍農業༻水の໾ׂ、重要性౳をֶݟしてཧղをਂめた。
　また、্ԃ಄ट޻から੺ࠜ田水໳までλΠϠνϡーϒ、ボートによる「ᯄಓ୳ݕ」を行い、ීஈೖ
ることがग़དྷない土地改良施ઃのߏ଄΍໾ׂを実ࡍに体ݧしながらֶݟした。
き、そしてۤ࿑を஌り、๛かな水の大切さڻで、ઌਓୡのҒ業にݕするᯄಓ୳ݧಐらは初めて体ࣇ　
をֶんͩ。

੢ࠜԃͷᯄಓ୳ݕ����
ʙ�ਫͱͱ΋ʹӫ Δ͑੢ࠜڷɾਫͷେ੾ Λ͞ߟ Δ͑�ʙ

ઍޒ୔μϜֶݟձ
　ੴ川町฼ാの千ޒ୔μϜのֶݟ会が、令和元年̕月14日​に開催され、町಺֎から参Ճ者が๚れた。
୔μޒ議会ओ催で、฼ാ地区土地改良区が؅ཧする千ڠ会は、国Ӧ฼ാ地区؅ཧ体੍整備推進ֶݟ　
Ϝをֶݟし、μϜに࣏水ػೳをՃえる޻事಺༰をઆ໌し、μϜの໾ׂをཧղしてもらうことを目的に
。画されたا
　参Ճ者は、୲当者からμϜの໾ׂ、޻事֓要についてઆ໌をडけ、またன৯には、おに͗りとφϝ
ίोがৼる෣Θれた΄か、Πϕントも行Θれ、子ڙたͪはָしい時をա͝した。

಄ट޻Ͱઆ໌Λड͚Δ参Ճऀ

୲౰ऀΑΓμϜͷઆ໌Λड͚Δ ϙッϓίʔϯͱ෩ધίʔφʔ

ᯄಓͷதΛԼΔ༷ࢠ
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　令和元年̕月25日㈬、水土里ネット෱ౡࢢओ催による「܀ຊԃを๚Ͷるখֶੜษ強会」が行Θれ、
地元の෱ౡཱࢢ大࡫ੜখֶߍの̐年ੜ13名が参Ճし、土地改良区が؅ཧする施ઃのٴֶݟび水࣭ௐ
ࠪを体ݧした。
　参Ճしたࣇಐୡは、಄ट޻΍円౵分水޻について水土里ネット෱ౡࢢの୲当者からઆ໌をडけ、施
ઃの大きさにڻき、ઌਓୡのҒ業にײ৺をしていた。
　その後、ࣇಐୡは分水޻（্ྲྀ）と水࿏຤୺（Լྲྀ）の水を、水࣭ଌ定ثػ౳を࢖༻してௐࠪを行
い、水࣭のҧいをࣗら実ײし、水の大切さをֶんͩ。

ձڧຊԃΛ๚ͶΔখֶੜษ܀

നՏࢢΠϕϯτʮ·Δ͝ͱനՏ����ʯ
　令和元年10月2�日 、ʠന河ࢢのັ力をまる͝とൃ৴ʡをςーϚに「まる͝とന河201�」（ओ催ɿ
まる͝とന河実行ҕ員会）が、ന河ӺલΠϕント޿৔で開催された。
　Πϕントには、水土里ネットあͿくまがத৺と
なったѨ෢۾川্ྲྀ地区؅ཧ体੍整備推進ڠ議会
が土地改良区΍農業༻水の໾ׂ౳をࢢຽなどに޿
く஌ってもらおうと、会৔಺ϒーεでύネϧのల
ࣔ、Ξンέートを行った。
議会ϒーεに๚れた多くのਓに対して、ύネڠ　
ϧ΍ڠ議会からのઆ໌を௨して土地改良区の໾ׂ、
਎ۙにある農業༻水の大切さ、農業の࣋つ多໘的
。く13をਤった޿ೳについてػ
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　෱ౡݝ多໘的ػೳࢧ෷推進ڠ議会がओ催する「;くしま　Ήらのًき201�」ࣸਅίンςεト৹ࠪ
会が、令和元年12月1�日㈬に෱ౡࢢのݝ土地改良会ؗで行Θれた。
　ຊίンςεトは、ࣸਅを௨して農村の「良さ」をݟൃ࠶するとともに、そして、この大切な農村෩
、෷ަ෇金による対策を多くのํに஌っていたͩくことでࢧೳػ夫でकっている多໘的޻とܙを஌ܠ
農業・農村に対するཧղをਂめてもらうことを目的にຖ年、行っている。
　ຊ年度も਺多くͤدられた࡞඼のதから৹ࠪ会で༏ल࡞඼が決定された。
࿈ๆをഎに田΍ՌथԂにғまれたԦ࿝ਿਆࣾで࠺ޗ�、඼には࡞༏ल৆に決定した吉Ҫさんの応ื࠷　
༡Ϳ子ڙୡの෩ܠがөしग़されている。

ɹɹɹɹɹ˕ʲ࠷༏ल৆ʳςʵϚڞ௨

ʮ;͘͠·�ΉΒのً͖����ʯࣸਅίϯςετड৆ऀ� （শུܟ）

テ－マ区分 表彰区分 タイトル 表彰者氏名 表彰者住所
ςʵϚڞ௨ ༏ल৆࠷ 実りのळָし 吉　Ҫ　๕　美 ෱ ౡ ࢢ

地域͙るΈ活動

༏ ल ৆
সإèè 田　行　༤　۽ ڸ ੴ 町
お田২ࡇりの日 千年ݪ　ത　ਓ ت 多 ํ ࢢ

ೖ　　બ
たん΅のਆ様 ༚　Ҫ　ྱ　子 ෱ ౡ ࢢ
地ଂଚࡇり த　村　๜　夫 三 य़ 町
ָしいお田২え応ԉୂ ദ　ؘ　ޫ　子 い Θ き ࢢ

農 村 ෩ ܠ

༏ ल ৆
य़の水田 ໳　林　ହࢤ࿠ い Θ き ࢢ
ޫᢵの大地 ઙ　໺　　　良 ෱ ౡ ࢢ

ೖ　　બ
取後もΩϨΠמ ௚　༟　ڮ　ߴ ෱ ౡ ࢢ
སՖの໷໌け ᆹ　一　ݪ　ּ ෱ ౡ ࢢ
ܗ૝の଄ݬ 藤　京　子　ࡈ ന 河 ࢢ

ʮ;͘͠·��ΉΒͷً͖����ʯ
ࣸਅίϯςετ

ʮ࣮Γͷळָ͠ʯʢࡱӨ஍���෱ౡ࡫ࢢ໦໺ʣ　吉Ҫ๕ඒ͞Μ
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˕஍Ҭ͙ΔΈ׆ಈ
ʲ༏ɹलɹ৆ʳ
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】

˕農村෩ܠ
ʲ༏ɹलɹ৆ʳ

ʮय़ͷ水ాʯ　໳林ହࢤ࿠͞Μ

ʮޫᢵͷ大஍ʯ��ઙ໺　ྑ͞Μ

ʮ͓ా২ࡇΓͷ೔ʯ���ઍ೥ݪതਓ͞Μ
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ʮসإèèʯ　ߦా۽༤͞Μ
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水土里ネット福島に対するアンケート調査結果
ＩＳＯ９００１　顧客満足調査結果（２０１８年度）

　本会では、「現在及び将来の顧客ニーズ」を理解するとともに、顧客要求を満たし、顧客の期待を超
えるように努力するため、会員の皆様にアンケート調査を行っています。
　業務の着手から納品まで、手順に基づきプロセス監視を行っておりますが、もし不手際等によって皆
様にご迷惑をおかけした場合には、速やかに是正・改善を図るべく対処してまいりますので、今後とも
ご理解、ご協力をお願いします。

　ຊ会では、「現ٴࡏびকདྷの顧٬χーζ」をཧղするとともに、顧٬要ٻをຬたし、顧٬の期待を௒える
ように౒力するため、会員の皆様にΞンέートௐࠪを行っています。
　業຿のணखからೲ඼まで、खॱにͮجきϓロηεࢹ؂を行っておりますが、もしෆखࡍ౳によって皆様に
͝໎࿭をおかけした৔߹には、଎΍かにੋ正・改ળをਤるべく対ॲしてまいりますので、今後とも͝ཧղ、
。いしますئ力をおڠ͝
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͓஌Βͤɿ「農ՈのΈなさんへ」の์ૹ಺༰は、水土里ネット෱ౡのϗーϜϖーδに掲ࡌしております。
　　　　　ϗーϜϖーδΞυϨε�IUUQ���XXX�NJEPSJOFU�GVLVTIJNB�KQ�にて、͝Ѫಡくͩさるようおئい致します。
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ઃίンサϧλントݐ )2��12�3෇ߋ৽
߸��2�ୈ�0ݐ
農業土໦෦໳

計ྔূ໌事業ొ࿥ )����3෇ొ࿥
ୈ؀34߸

ଌྔ業者ొ࿥ )2�����෇ߋ৽
ొ࿥ୈ（2）�032�11߸

ড়Խ૧保क఺ݕ業者ొ࿥ )30�5�14෇ߋ৽
෱ౡݝ஌事ొ࿥ୈ1353߸
)30�5�14෇ొ࿥
෱ౡࢢ長ొ࿥ୈ26߸

農業農村整備事業
ൃ஫者ࢧԉػ関ೝ定

)2��3�31෇ೝ定
ୈ160�߸

̣̤ 名　শ　֨　ࢿ ਓ਺֨ࢿ
ଌྔ業者෦໳ 1 ଌྔ࢜ 1�

2 ଌྔ࢜補 23
3 ڃ1　4*) 1

ઃίンサϧλント෦໳ݐ 4 ٕज़࢜（農業෦໳） 5
5 ٕज़࢜補（農業෦໳） 23
6 ٕज़࢜補（ڥ؀෦໳） 1
� ̧̢̘̘（農業土໦） 3
� ̧̢̘̘（Լ水ಓ） 1

ஙίンサϧλント෦໳ݐ � ࢜ஙݐڃ２ 1
計ྔূ໌事業෦໳ 10 ࢜計ྔڥ؀ 1
地෦໳׵ 11 土地改良׵地࢜ �

12 土地改良補ঈ業຿؅ཧ者 5
集མഉ水、ҡ؅࣋ཧ෦໳ 13 ࢜農業集མഉ水計画ઃ計ڃ্ 4

14 農業集མഉ水計画ઃ計࢜ 1
15 ড়Խ૧ٕज़؅ཧ者 13
16 ড়Խ૧؅ཧ࢜ 13

֤෦໳関࿈֨ࢿ 1� 農業水ར施ઃػೳ૯߹਍அ࢜ 1
1� 農業水ར施ઃ補म޻事඼࣭؅ཧ࢜ 2
1� 農業農村地ཧ৘ใシεςϜٕ࢜ 3
20 農業土໦ٕज़؅ཧ࢜ ̍
21 土地改良ઐ໳ٕज़者 �
22 ࢜؅ཧٕ޻土໦施ڃ̍ 6
23 ࢜؅ཧٕ޻土໦施ڃ２ 1
24 ୈ三छిؾओ೚ٕज़者 1
25 ࢜؅ཧٕ޻事施޻؅ڃ２ 1
26 ড়Խ૧ઃ備࢜ 2
2� ؅ཧ者ࢭ防֐ެ 1
2� 会計ࢦಋ員 5

土地連の登録内容及び有資格者数
౔஍࿈のొ࿥಺༰（̧元�6�1現ࡏ） ֤छ༗ऀ֨ࢿ਺（̧元�6�1現ࡏ）

಺の౔஍վྑ۠ϗʔϜϖʔδΛ͝঺հいͨ͠·͢ɻݝ
˙��෱ౡࢢ土地改良区� IUUQ���GVLVUPLBJ�XFC�GD��DPN�
˙��ҏୡ੢ࠜԃ土地改良区� IUUQ���TLZ�HFPDJUJFT�KQ�EBUFOJTIJOF�
˙��安ੵૃ水土地改良区� IUUQ���XXX�BTBLBTPTVJ�KQ�
˙��໼ਧݪ土地改良区� IUUQ���ZBCVLJIBSB�PSH�
˙��会௡๺෦土地改良区� IUUQ���XXX�BJ[VIPLVCV�PS�KQ�
˙��会௡宮川土地改良区� IUUQ���XXX�BJ[VNJZBLBXB�KQ�
�ԃ土地改良区ޱϊށ��˙ IUUQ���XXX�UPOPLVUJTFLJ�UPDIJLBJSZPVLV�DPN�
˙��ೆ૬അ土地改良区� IUUQ���NJEPSJOFU�NJOBNJTPNB�KQ�
˙��請ށ川土地改良区� IUUQ���XXX�VLFEPHBXB�KQ�
˙��Ѫ୩ԃ土地改良区� IUUQ���XXX��QMBMB�PS�KQ�BJZB�
�川ԃ土地改良区ࡻ��˙ IUUQ���XXX�BD�BVPOF�OFU�KQ�dTBNFHBXB�




